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研究要旨 

＜目的＞ 

平成 18 年「妊産婦のための食生活指針」および平成 19 年「授乳・離乳の支援

ガイド」の内容を最新の科学的根拠で検証し、改定案への提言を行う。 

＜方法＞ 

「妊産婦のための食生活指針」の体格別の妊娠中の推奨体重増加量の妥当性お

よび「授乳・離乳の支援ガイド」の内容についてクリニカルクエッション（CQ）を

設定し、系統的に文献検索を行った。それぞれ、3個、18 個の CQ を設定した。CQ

に基づき論文の検索をおよび吟味を行った結果、それぞれ、46編、41編の論文を

検証した。なお、検索された文献の質の評価については、PRISM 声明、AMSTAR 法

を用いた。さらに、非ランダム化試験の評価には、ROBINS-I tool の適応を検討し

た。また、体格別の妊娠中の推奨体重増加量については、最新の国内の 4 編のコ

ホート研究のデータも用いた。 

他に、授乳婦の栄養摂取状況調査、「授乳・離乳の支援ガイド」が十分に活用で

きるように、乳幼児の栄養状況と課題をスクリーニングできるチェックシートを

試作した。 
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＜結果＞ 

今年度は、現行の指針およびガイドの変更案に対する提言を確定した。指針の

推奨体重増加量については、新たに提唱できるだけの科学的根拠が揃わなかった。

ただ、今後の改定のために、大規模コホート研究の必要性が明らかとなった。 

 一方、ガイドについては、母乳栄養の推奨を変更する必要はないが、栄養法に

関わらず育児支援が重要であること、母乳栄養の効果には限界があること、離乳

開始時期は生後 5～6か月で変更する必要はないが、離乳食の進め方を十分説明す

る必要があること、等に関して提言を行った。 

授乳婦の栄養摂取量調査では、エネルギーおよび多くの栄養素で摂取不足が認

められた。 

 乳幼児の栄養状況と課題をスクリーニングできるチェックシートを「授乳・離

乳期」と「離乳完了期」の 2つに分けて作成しその有用性を評価した。 

＜考察＞ 

体格別の妊娠中の推奨体重増加量については、今回新たな基準を設定できるだ

けの科学的根拠を得ることができなかった。その理由は、公表されている大規模

コホート研究が国外で実施されていたこと、国内のコホート研究の結果に地域差

が存在したことによる。したがって、新たな推奨体重増加量の設定のためには、

複数の地域での大規模な国内コホート研究の実施が必須である。ただし、1997 年

に日本産科婦人科学会周産期委員会から報告された妊娠中毒症（妊娠高血圧症候

群）予防のための体重増加制限の推奨値は今後使用しない。 

「授乳・離乳の支援ガイド」については、母乳栄養推進の方針を維持しつつ、混

合栄養あるいは育児用調製粉乳栄養のみの場合でも、適切な育児支援を母親に行

うことが重要である。また、母乳栄養の神経発達促進あるいはアレルギー疾患予

防の効果は限定的であることも明記する必要がある。一方、母乳栄養が将来の肥

満発症のリスクを減らす効果は、科学的に示された。しかし、母乳栄養児と混合

栄養児との間には肥満や 2 型糖尿病の発症の差は明確でなく、乳児用調製粉乳で

肥満になるといった表現で誤解を与えない。一方、早期の離乳食開始が小児期の

過体重や肥満のリスクになるので、少なくとも生後 4 か月以前に離乳食を開始し

ない。したがって、成長・発達に伴い乳汁だけでは不足してくるエネルギーや栄

養素の補完のために、現行通り離乳食を生後 5～6か月に開始する。また、乳幼児

期は食事内容が大きく変わるため、離乳食の進め方に関しては母親に十分に説明

する必要がある。 

なお、提言を最終的に確定する前に、関連学会から意見を聴取し、その意見も

提言に反映させた。 

＜結論＞ 

 平成 28、29 年度の研究班での検討の結果、現行指針およびガイドの改定案に対
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する提言を作成した。 

1.「妊産婦のための食生活指針」については、現行の推奨体重増加量を変更すべ

き新たな科学的根拠は見いだせなかった。これは、わが国で大規模コホート研究

が十分に実施されていないことが理由であり、今後全国規模のコホート研究を実

施する必要であることを提言する。 

2.「授乳・離乳の支援ガイド」については、現行の母乳栄養の推奨を変更する必要

はないが、栄養法に関わらず育児支援が重要であること、母乳栄養の効果には限

界があること、栄養とアレルギー疾患の関係をより科学的に説明する必要がある

こと、離乳食の開始時期は変更する必要はないこと、離乳食の進め方に関しては

十分に説明する必要があること、等を提言する。 

 

Ａ．研究目的 

妊娠前および妊娠中の母体の栄養摂取量

および内容は、妊婦の種々の合併症の発症

に関与する。同時に、胎児の器官形成、胎児

発育、そして新生児の合併症にも影響を与

える。さらには、児の出生後の長期予後にも

大きく影響することが知られている。特に、

近年の妊婦の栄養摂取量は従来に比べて少

なく、低出生体重児の出生率の増加に繋が

っているとも言われている。 

一方、妊婦の過剰な栄養摂取も母児に負

の影響を与える。同様に、乳幼児期の栄養摂

取は、急速な身体発育を維持するために必

要であると同時に、その後の児の健康状態

の維持に重要である。特に、アレルギー疾患

や成長後のメタボリック症候群の発症に、

乳幼児期の栄養が影響を与えていることが

報告されている。乳児期の栄養は、基本的に

は母乳栄養が推奨されるが、必ずしも全例

で母乳栄養が可能とはならない。そのため、

多くの母親の育児不安は乳児期の栄養法に

関連する。さらに、離乳食、そして普通食へ

と食事内容が乳幼児期には大きく変化する

ので、食事の与え方が母親の育児不安の原

因となる。したがって、母子保健関係者に

は、妊産婦および乳幼児の栄養に関する適

切な知識と指導が必要となる機会が多く出

現する。その時には、科学的根拠に基づいた

指導が要求される。このような背景の下、

「妊産婦のための食生活指針」が平成 18年

に作成され、乳幼児に関しては、平成 19年

に「授乳・離乳の支援ガイド」が作成された。

しかしながら、これらの指針およびガイド

が作成されてから約 10 年が経過したこと

から、妊産婦および乳幼児の栄養に関する

新たな科学的知見が蓄積されている。 

そこで、妊産婦および乳幼児の栄養管理

の専門家で構成される研究班を組織し、現

行の指針およびガイドの改正案への提言を

行うことを研究の目的とする。 

平成 28 年度は、妊産婦および乳幼児の栄

養管理に関する最新の知見を公表論文から

収集し、その内容を科学的に吟味した。そこ

で、研究最終年度は、これらの新たな科学的

知見に基づき、現行の指針およびガイドで

改定が必要な部分の抽出およびその改定案

の提言を行う。 

さらに、改定案への提言をまとめる研究

とは別に、授乳婦の栄養摂取状況を調査し、

日本人の食事摂取基準（2015 年版）と比較
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し課題を抽出する。また、「授乳・離乳の支

援ガイド」をより活用できるように、栄養の

状況と問題をスクリーニングできるチェッ

クシートを試作する。 

 

Ｂ．研究方法 

1.研究体制 

妊産婦および乳幼児の栄養管理の専門家

として、産科医、小児科医、管理栄養士、助

産師、歯科医、および生物統計の専門家から

なる研究班を組織した。 

2.検討方法 

1）「妊産婦のための食生活指針」について

は、「健やか親子 21」推進検討会で提言され

た、妊婦の体格別の妊娠中の推奨体重増加

量の現状での妥当性および改定の必要性に

ついて検討した。 

 文献の系統的検索のために以下の 3 つの

クリニカルクエッション（CQ）を設定した

（表 1）。 

CQ1.1 母子の予後からみた妊娠中の推奨

体重増加量は？ 

CQ1.2 新生児の予後からみた妊婦の体格

別の妊娠中の推奨体重増加量は？ 

CQ1.3  母体の至適栄養は？ 

この CQ に合致するキーワードを用いて国

内外の文献を過去 5 年以上遡り検索した。

検索された論文は構造化抄録を作成し、そ

の妥当性を検討した。 

 一方、論文検索とは別にわが国で実施さ

れたコホート研究の結果を分析し、妊婦の

推奨体重増加量を計算した。 

2）「授乳・離乳の支援ガイド」についても同

様に、乳幼児の栄養に関する 18 の CQ を作

成して、CQ に見あう PICO（patient、

intervention、control、outcome）を設定し

て過去 10年間の論文を検索した。 

CQ2.1 正期産児に母乳栄養を行うと児のア

レルギー疾患を予防できるか？ 

CQ2.2 正期産児に母乳栄養を行うと児のメ

タボリック症候群を予防できるか？ 

CQ2.3 母乳育児は母親の育児不安を低減

できるか？ 

CQ2.4 母乳栄養は消化管機能を改善させ

るか？ 

CQ3.1 正期産児に完全母乳栄養を行うと

児の神経発達が促進されるか？ 

CQ3.2 完全母乳栄養はビタミン K 欠乏症

の頻度を上昇させるか？ 

CQ4.1 妊娠中の食事制限はアレルギーを予

防するか？ 

CQ4.2 離乳食の開始時期を早める／遅らせ

ることでアレルギー疾患を予防できるか? 

CQ 4.3 食物アレルギーは児の発育・発達に

影響するか？ 

CQ 4.4 食物アレルギーとスキンケア（保湿）

の関係は？ 

CQ4.5 プロバイオティクスが湿疹の発症リ

スクを下げるか？ 

CQ5.1 母乳栄養中の摂取禁忌食品あるい

は薬物は？ 

CQ5.2 早産児または低出生体重児での母

乳栄養は正期産児と同等の効果があるか？ 

CQ5.3 母子同室が母乳育児推進に繋がる

か？ 

CQ5.4 混合栄養は育児不安に繋がるか？ 

CQ6.1 早産児の離乳食開始はいつごろが

良いか？ 

CQ6.2 発達障害児への離乳食の進め方

は？ 

CQ6.3 摂食機能と離乳食の遅れの関係

は？ 
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検索論文にシステマティックレビューが

存在する場合には、最新のシステマティッ

クレビューを優先した。 

市区町村の保健センター、病院、保育所、

子育て支援センターなどで現行のガイドに

基づき栄養指導が実施されている。しかし、

指導側の経験やスキルにより指導内容が異

なることも想定される。そこで、ガイドをよ

り活用できるように、乳幼児の栄養状況と

課題をスクリーニングできるチェックシー

トを試作した 

 なお、研究班で作成する提言を確定させ

る前に、関連学会である日本産科婦人科学

会、日本周産期・新生児医学会、日本小児科

学会、日本新生児成育医学会、日本妊娠高血

圧学会からの意見を聴取した。また、平成

28 年度厚生労働科学研究費補助金（成育疾

患克服等次世代育成基盤研究事業）「小児ビ

タミン D 欠乏症の実態把握と発症率の推定」

（研究代表者：大薗恵一）班から助言を得

た。 

 また、提言を作成するにあたり、「平成

27年乳幼児の栄養調査結果」を参考とした。 

 

3. 検索文献の質の評価については、シス

テマティックレビューの評価については、

Preferred Reporting Items for 

Systematic Reviews and Meta-analyses 

statement （PRISMA 声明)1、A 

Measurement Tool to Assess Systematic 

Review （AMSTAR）法を用いた。また、非

ランダム化試験からのエビデンスの評価方

法については、ROBINS-I tool (Risk Of 

Bias In Non-randomized Studies - of 

Interventions)を検討した。 

 

4.  授乳婦の栄養摂取状況調査 

2016 年 7月 20 日から 2017 年 12 月 31 日

現在までに、帝京大学附属病院産婦人科で

正期産の単胎児を出産し、本研究に協力が

得られた食事制限をしていない授乳婦 104

名（平均年齢 34歳）を対象とした。分娩後

約 1 か月の時点における母親の栄養摂取状

況を食物摂取頻度調査（Food Frequency 

Questionnaire: FFQ）にて評価し、日本人

の食事摂取基準 2015 年版の授乳婦の推奨

量＋付加量および目標量と比較した。 

 

（倫理面への配慮） 

 文献データベースでの文献検索とその内

容の検証については、特に倫理委員会等へ

の審議の依頼は行っていない。一方、授乳婦

の栄養摂取状況調査については、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」（平成

29 年 2 月 28 日一部改正）に則り、帝京大学

医学部倫理委員会の承認を得た(TU-COI 

13-1592)。また、調査参加者には書面による

同意を得た。 

 

Ｃ．研究結果 

 平成 28 年度に検索文献リストを作成し、

本年度は文献の検証結果から改定案への提

言を作成した。 

 

1.  「妊産婦のための食生活指針」につい

て 

CQ1.1 については 25 論文、CQ1.2 につい

ては 10 論文、CQ1.3 については 11 論文が

CQ に合致しその内容を検証した。しかし、

収集された科学的根拠は国外データである

こと、予後の設定が論文間で異なること、観

察データであること、対象が少数であるこ
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と、等の課題が存在した。特に、妊産褥婦の

栄養については、介入研究が困難なことか

ら、質の高い研究は少数であった。一方、わ

が国で実施された 4 編のコホート研究報告

では、母子の予後から妊娠中の体重増加量

を検討していたが、コホート研究された地

域、使用したデータベースの対象妊婦の背

景因子が異なっていた。したがって、妊娠中

の推奨体重増加量の変更を提言できるだけ

の科学的根拠を得ることは今回できなかっ

た。 

 そこで、わが国の妊産の推奨体重増加量

を今後見直しするためには、様々な地域、社

会背景を含む、全国的な大規模サンプリン

グが必要なことが提言された。また、妊娠中

の体重以外の指標についても検討する必要

がある。一方、妊娠高血圧症候群予防のため

の体重増加制限の推奨に関しては、今後削

除されるべきであり、日本妊娠高血圧症学

会からも削除の同意を得た。 

 ただし、現行の指針の推奨体重増加量の

項の記載内容については、最新の知見に応

じて変更すべきであり、変更案の提言を作

成した。また、別に計 21か所で文言の修正

が必要であった（提言集参照）。 

 

2.  「授乳・離乳の支援ガイド」について 

各 CQに基づいた文献検索の結果、以下の

論文数が検討された。 

CQ2.1：5、CQ2.2：10、CQ2.3：3、CQ2.4：0、

CQ3.1：2、CQ3.2：0、CQ4.1：3、CQ4.2：3、

CQ4.3：1、CQ4.4：3、CQ4.5：4、CQ5.1：1、

CQ5.2：3、CQ5.3：1、CQ5.4：0、CQ6.1：2、

CQ6.2：0、CQ6.3：0 

 この論文を検討した結果、各 CQ に対する

最新の知見が得られた。そこで、計 56 か所

について、改定案への提言を行った（提言集

参照）。ただし、該当する論文が検索されな

かった CQに関しては、情報の検索に止めた。 

 非ランダム化試験からのエビデンスの評

価方法については、ROBINS-I tool を検討し

たが、研究デザインの多様性に対応するた

め拡張が現在検討されていた。 

 

3.  授乳婦の栄養摂取状況調査 

調査対象の栄養摂取量は、食事摂取基準

（ 身 体 活 動 レ ベ ル II, 30-49 歳 、

2000+350kcal）と比べるとエネルギー摂取

量は 1963.8±465.3 と低かった。エネルギ

ーを除く栄養素でも、8割以上の調査対象で

不足していたものとして、ビタミン A、B1、

B2、B6、C、亜鉛、食物繊維があった。食塩

相当量は平均値が9.7gで8割の調査対象が

基準を超過していた。また、エネルギー産生

栄養素バランスでは、8割の調査対象が脂質 

(%エネルギー)が基準を超えて高かった。 

 

4. 乳幼児の栄養状況と課題をスクリーニ

ングできるチェックシートの作成 

「授乳・離乳の支援ガイド」が十分に活用

できるように、乳幼児の栄養状況と課題を

スクリーニングできるチェックシートを試

作した。内容は、「授乳・離乳期」と「離乳

完了期」の２つに分けた。シートの有用性を

検証するために、母子保健従事者に本シー

トの評価を依頼した。回答者は、母子衛生研

究会の健康相談室に勤務する保健師・助産

師 (以下母子研究会) 107 名と行政の母子

保健担当者(以下行政)60 名である。母子研

究会の回答者は、保健師 45.8％、助産師

50.5％であった。行政は、保健師 38.9％、

助産師 34.7％、管理栄養士 21.6％であった。
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本シートが「活用できる」は母子研究会で

43.9％、行政で 41.7％、「改善すれば活用で

きる」は母子研究会 46.7％、行政で 53.3％

と活用の可能性が高いことが示された。本

シートの活用場所は、「栄養相談」が母子研

究会で 88.8％、行政で 76.7％、「乳幼児健

診」が母子研究会で 51.4％、行政で 40.0％、

「その他」が母子研究会で 14.0％、行政で

21.7％であった。 

 

Ｄ．考察 

 わが国で実施された妊娠中の体重増加量

と予後の検討のコホート研究では、登録対

象施設、地域による差を認めた。東京都内に

限っても、区東北部および区西南部では、妊

娠前の体格に差を認めた。また各々の地域

の体格の平均も、日本人女性の平均と差が

あった。そのためと考えられるが、東京都 2

地域での新生児予後からみた妊娠中の推奨

体重増加量も一致しなかった。妊娠前の体

格の地域差は、社会・経済的差や食生活の違

いを示唆する。そのため、妊娠中の推奨体重

増加量を改定するためには、全国的な大規

模サンプリングを行い検討する必要がある。

また、妊娠中の栄養管理に関して、体重増加

量以外の指標も考慮する必要があると思わ

れる。 

一方、妊娠高血圧腎症発症妊婦の体重増

加はむしろ浮腫の発症に関連することが示

唆されている。妊娠前の肥満は妊娠高血圧

症候群のリスク因子となるものの、妊娠中

の体重増加に関しては発症と相関を認めな

いとする報告が多い。日本妊娠高血圧学会

においても、2009 年の妊娠高血圧症候群

(PIH)管理ガイドラインでは「妊婦の至適体

重増加は BMI により決められ、至適体重増

加を超えると PIH を発症しやすくなる(グ

レード B)」と記載されていたが、そのエビ

デンスレベルが低いことから、2015 年に作

成された診療指針ではこれは削除された経

緯がある。以上より、1997 年日産婦周産期

委員会から報告された妊娠中毒症（妊娠高

血圧症候群）予防のための体重増加制限の

推奨値に関しては、今後「妊産婦のための食

生活指針」から削除されても問題ないと考

えられた。なお、この削除については、日本

妊娠高血圧学会から了承を得た。 

授乳婦の栄養摂取状況調査からは、食事

摂取基準に比べエネルギー摂取量が少なく、

また基準を満たしていない栄養素が多く存

在することが明らかとなった。 

「授乳・離乳の支援ガイド」については、

最新の科学的根拠を検討した結果、母乳栄

養児と混合栄養児における神経発達の差は

科学的には明確ではないことが示された。

したがって、母乳栄養を推進するが、混合栄

養あるいは調製粉乳栄養の場合でも、適切

な育児支援を母親に対して行うことが重要

である。同様に、システマティックレビュー

では、6か月間の母乳栄養は、小児期のアレ

ルギー疾患の発症に対する予防効果はない

と結論していた。なお、このレビューでは児

の消化器感染症の減少、あるいは母体の体

重減少効果や再妊娠の遅延といった利点が

あることから、6か月間の母乳栄養自体は推

奨している。近年のシステマティックレビ

ューやメタアナリシスにおいても母乳栄養

の期間が喘息やアレルギー性鼻炎の減少に

関係があると報告されているが、母乳栄養

によるウイルス感染防御効果が影響してい

るものと推察される。したがって、母乳栄養

のアレルギー疾患予防効果も限定的であっ
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た。一方、アレルギー素因のあるハイリスク

児に対する蛋白加水分解乳のアレルギー予

防効果について、以前はアトピー性皮膚炎

などに予防効果があるとする報告が散見さ

れていたが、最近ではエビデンスが十分で

ないとする報告が多い。アレルギーを発症

した乳児に対する治療としてアレルゲン除

去粉乳は有効であるが、少なくともアレル

ゲン除去粉乳がアレルギー疾患の発症を予

防するといった指導は避けなければならな

い。 

母乳栄養が将来の肥満発症のリスクを減

らす効果は、科学的な根拠が示された。しか

し、母乳栄養児と混合栄養児との間には肥

満や 2 型糖尿病の発症に差があるとする根

拠はなく、乳児用調製粉乳を与えることに

よって肥満になるといった表現で誤解を与

えないように配慮する必要がある。一方、早

期の離乳食開始が小児期の過体重や肥満の

リスクになる。少なくとも生後 4 か月以前

に離乳食を開始しない。 

母親のうつ徴候と母乳栄養期間短縮には

関連があり、不安の強い母親には母乳栄養

が継続できるように、早期の専門的アプロ

ーチを検討する。 

早期から母子接触が母子の愛着形成、母

乳育児の促進に寄与する。一方、混合栄養状

態で母親の不安が一番高いので、「母乳栄養

を強要しない」あるいは「人工乳を哺乳させ

る場合でも母子の接触などで愛着形成させ

る」ように留意する。また、授乳中の薬剤摂

取に関する情報は既存のシステムを利用す

る。 

 アレルギー疾患予防のために母親に食物

抗原摂取の回避を指導する必要はないが、

児にアレルギー疾患が発症した場合には、

個別に対応する。また、食物アレルギー発症

予防には、離乳開始や特定の食物を与える

時期を遅らせない。 

 成長・発達に伴い乳汁だけでは不足して

くるエネルギーや栄養素の補完のために、

現行通り離乳食を生後 5～6 か月に開始す

る。早期の離乳食開始は肥満発症リスクと

なる可能性があり、推奨しない。早産児の離

乳食の開始について、乳歯の萌出、及び、咀

嚼能力の観点から、修正月齢 6 か月頃から

開始することが妥当である。一方、離乳食の

開始時期と咀嚼機能の獲得には直接の関係

はない。 

CQ を作成して論文検索を行う場合には、

総合的なエビデンスの収集と集積、評価に

ついては、 Overview review, scoping 

review, rapid review といったレビュー方

法が寄与するものと思われた。今後の改訂

においては、新たなレビュー方法を取り入

れ、エビデンスの収集、集積、評価の方法の

コンセンサスを確立すべきと考えられる。 

試作した栄養チェックシートについては、

ほとんどの回答者が栄養相談や乳幼児健診

で有用であるという意見であった。今後内

容のブラッシュアップを行い、チェックし

た項目を指導に生かすための解説を作成す

る必要がある。 

 

Ｅ．結論 

 平成 18 年「妊産婦のための食生活指針」

および平成 19年「授乳・離乳の支援ガイド」

の内容を最新の科学的根拠とするため、系

統的な文献検索を行った。その結果、現行指

針およびガイドの改定案に対する次の提言

を作成した。 

1. 「妊産婦のための食生活指針」について
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は、現行の推奨体重増加量を変更すべき新

たな科学的根拠は見いだせなかった。これ

は、わが国で大規模コホート研究が十分に

実施されていないことが理由であり、今後

全国規模のコホート研究の実施が必要であ

ることを提言する。 

2. 「授乳・離乳の支援ガイド」については、

現行の母乳栄養の推奨を変更する必要はな

いが、栄養法に関わらず育児支援が重要で

あること、母乳栄養の効果には限界がある

こと、栄養とアレルギー疾患の関係をより

科学的に説明する必要があること、離乳食

の開始時期は変更する必要はないこと、離

乳食の進め方に関しては十分に説明する必

要があること、を提言する。 

なお、参考文献については、提言集にまと

めて記載した。 

 

Ｆ．健康危険情報 

無し 
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11) 野村恭子，児玉浩子，木戸道子. 妊娠

適齢期の女性の栄養問題と妊娠中の適正体

重. 日本衛生学会誌, 2018(印刷中) 
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12) 野村恭子，苅田香苗. 学術研究からの

少子化対策―日本衛生学会からの提言に向

けて. 日本衛生学会誌, 2018(印刷中) 

 

2.  学会発表 

1) 三倉麻子 ，奥田直史 ，今道小百合，

渡邉朝子，伊藤麻利江，宮崎美和，柴田良

枝，林瑞成，鈴木俊治．妊娠高血圧腎症発

症例における妊娠中体重増加量の検討．第

134 回関東連合産科婦人科学会総会・学術

集会（2017 年 12 月） 

2）堀江早喜、野村恭子、平池春子、神田

蘭香、磯島豪、児玉浩子．産後 1ヶ月時点

における授乳婦の栄養素等摂取状況の検

討．第 64回日本栄養改善学会学術総会

（徳島）（2017 年 9月） 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

無し 

2. 実用新案登録 

無し 

3.その他 

無し
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表1 文献検索に用いたCQのリスト 
 

CQ CQ 

CQ1.1 母子の予後からみた妊娠中の推奨体重増加量は？ 

CQ1.2 新生児の予後からみた妊婦の体格別の妊娠中の推奨体重増加量は？ 

CQ1.3 母体の至適栄養は？ 
  

CQ2.1 正期産児に母乳栄養を行うと児のアレルギー疾患を予防できるか？ 

CQ2.2 正期産児に母乳栄養を行うと児のメタボリック症候群を予防できるか？ 

CQ2.3 母乳育児は母親の育児不安を低減できるか？ 

CQ2.4 母乳栄養は消化管機能を改善させるか？ 

CQ3.1 正期産児に完全母乳栄養を行うと児の神経発達が促進されるか？ 

CQ3.2 完全母乳栄養はビタミン K欠乏症に頻度を上昇させるか？ 

CQ4.1 妊娠中の食事制限はアレルギーを予防するか？ 

CQ4.2 離乳食の開始時期を早める／遅らせることでアレルギー疾患を予防できるか? 

CQ4.3 食物アレルギーは児の発育・発達に影響するか？ 

CQ4.4 食物アレルギーとスキンケア（保湿）の関係は？ 

CQ4.5 プロバイオティクスが湿疹の発症リスクを下げるか？ 

CQ5.1 母乳栄養中の摂取禁忌食品あるいは薬物は？ 

CQ5.2 早産児または低出生体重児での母乳栄養は正期産児と同等の効果があるか？ 

CQ5.3 母子同室が母乳育児推進に繋がるか？ 

CQ5.4 混合栄養は育児不安に繋がるか？ 

CQ6.1 早産児の離乳食開始はいつごろが良いか？ 

CQ6.2 発達障害児への離乳食の進め方は？ 

CQ6.3 摂食機能と離乳食の遅れの関係は？ 
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厚生労働科学研究費補助金（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 
平成29年度分担研究報告書 

 
       妊産婦及び乳幼児の栄養管理の支援のあり方に関する研究 
分担研究テーマ：妊娠中の至適体重増加量の推奨値案に関する検討 

 
        研究分担者 鈴木 俊治 葛飾赤十字産院 副院長 
    伊東 宏晃 浜松医科大学 周産期母子センター教授 

野村 恭子 秋田大学 公衆衛生学教授 

 

研究要旨 

前年度の研究で、「妊産婦のための食生活指針（平成 18年 2月、厚生労働省）」

における至適体重増加量に関して、見直しの必要性が推定されたものの、地域差

から生じるバイアスによって、推奨値を提言できるだけのエビデンスは得られな

かった。今年度は、この地域差から生じるバイアスについて文献的検討を行うと

ともに、妊娠高血圧症候群予防を目的とした妊娠中の体重増加制限の必要性につ

いて検討を行った。前者において、医学統計的にバイアスを明確にできる報告は

検索できなかったが、両地域間の社会的・経済的格差や食生活の違い等を示唆す

る報告が散見された。後者では、妊娠高血圧腎症発症妊婦の体重増加は妊娠高血

圧腎症発症過程での浮腫の増加に関連することが推定された。推奨体重増加量の

見直しの必要性のさらなる検討のため、代表性のある地域全体でのサンプリング

による大規模試験を行うことが望まれるとともに、体重以外の指標の必要性につ

いても検討されるべきと推定された。また、妊娠高血圧症候群予防のための体重

増加制限の推奨値に関しては、これからの「妊産婦のための食生活指針（案）」か

ら削除されるべき指標であることが推定された。 

 

Ａ．研究目的 

2016 年度の研究において、‘食を通じた

妊産婦の健康支援方策における妊娠期の至

適体重増加’の推奨値である「妊産婦のた

めの食生活指針（平成 18年 2 月、厚生労働

省）」において提案された推奨体重増加量等

の見直しが必要かを検討したが、地域差に

よって、推奨値を提言できるだけのエビデ

ンスは得られなかった。 

本年度は、１）2016 年度の研究結果を基

として、妊娠期間中の推奨体重増加量研究

の問題点を考察する（論文発表①、③）こ

とに加えて、２）妊娠高血圧症候群予防を

目的とした妊娠中の体重増加制限の必要性

について検討を行った（論文発表④）。 

 

Ｂ．文献検索および研究方法 

１）2016 年に妊娠中の推奨体重増加量を

検討した 2つの研究（Nomura K, et al. Sci 

Rep 2017 および Suzuki S. J Matern Fetal 

Neonatal Med. 2017 他）の対象となった 2

地域（区東北部および区西南部）間の違い

について検討し、文献的考察を行った。  

２）妊娠高血圧腎症発症妊婦 77 人と年

齢・経産回数・身長・妊娠前の体重が同じ
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であった健常妊婦 77 人の妊娠中の体重増

加や周産期予後を後方視的に比較し、妊娠

高血圧症候群予防を目的とした妊娠中の体

重増加制限の必要性の有無について検討を

行った。 

 

Ｃ．研究結果 

 １）2016 年に東京都区東北部および区西

南部で検討された対象妊婦のデータを比較

したところ、例えば、区東北部および区西

南部では非妊時「やせ」の妊婦の割合が 9.6

および 19.1％（p < 0.05）等、妊娠前の体

格に有意差を認めた。 

２）妊娠高血圧症候群発症（平均 33.4 週）

4週間前までの時期の平均体重増加は、健

常群および妊娠高血圧腎症発症群で 6.1 お

よび 6.5 ㎏と有意差を認めなかった。発症

2～4週前および～2週の時期の平均体重増

加は、前者が 0.9 および 0.8 ㎏であったの

に対して 1.6 および 2.1 ㎏と有意差を認め

た（p < 0.01）が、この差は全身浮腫の有

無と相関していた。〔全身浮腫は妊娠高血圧

腎症発症群で有意に多く（4 vs. 53%, p < 

0.01）、また妊娠高血圧腎症発症群において

も、全身浮腫を認めた群が全身浮腫を認め

ない群と比較して発症 2週間前の体重増加

が有意に多かった（3.0 vs. 1.1kg, p < 

0.01）。〕 

 

Ｄ．考察 

１）東京都区東北部および区西南部では、

妊娠前の体格に差を認め（Suzuki S. J 

Matern Fetal Neonatal Med. 2017 他）、ま

た各々の地域の体格の平均は、日本人女性

の平均とも差を認める。一方で東京の中心

にある病院からえられたサンプルでは、BMI

の平均値は 19.7kg/m2 であった（Nomura K, 

et al. Sci Rep 2017）。東京都 2地域から

の新生児予後からみた妊娠中の推奨体重増

加量が一致しなかった点において、妊娠前

の体格に違いを生じる地域の特性が背景に

あることが推定される。医学統計的にこの

地域差を明確にできる報告は検索できなか

ったが、両地域間の社会的・経済的格差や

食生活の違い等を示唆する報告が散見され

た。よって、妊娠中の至適体重増加量の新

しい推奨値を得るためには、代表性のある

地域全体でのサンプリングによる全国的な

大規模試験を行うことの必要性が改めて推

定されたとともに、妊娠中の栄養管理に関

して体重増加量以外の指標が求められる可

能性があることが推定された。 

２）今回の検討において、妊娠高血圧腎

症発症妊婦の体重増加は妊娠高血圧腎症発

症過程での浮腫の発症に関連することが示

唆された。近年の報告においても、妊娠前

の体格（肥満）は妊娠高血圧症候群のリス

ク因子となるものの、妊娠中の体重増加に

関しては発症と相関を認めないとするもの

が多い。日本妊娠高血圧学会においても、

2009 年の妊娠高血圧症候群(PIH)管理ガイ

ドラインでは「妊婦の至適体重増加は BMI

により決められ、至適体重増加を超えると

PIH を発症しやすくなる(グレード B)」と記

載されていたが、そのエビデンスレベルが

低いことから、2015 年に作成された診療指

針では削除された経緯がある。以上より、

1997年日産婦周産期委員会から報告された

妊娠中毒症（妊娠高血圧症候群）予防のた

めの体重増加制限の推奨値に関しては、こ

れからの「妊産婦のための食生活指針」か

ら削除されることは問題ないと考えられた。
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（この削除案については、日本妊娠高血圧

学会からも了承が得られた。） 

 

Ｅ．結論 

 「妊産婦のための食生活指針」の見直し

に関するさらなる検討の必要性が推定され

た。代表性のある地域全体でのサンプリン

グによる全国的な大規模試験を行うことが

望まれるとともに、体重以外の指標の必要

性についても検討されるべきと推定された。

また、妊娠高血圧症候群予防のための体重

増加制限の推奨に関しては、これからの「妊

産婦のための食生活指針（案）」から削除さ

れるべき指標と考えられた。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  なし 

 

Ｇ．研究発表 

1.  論文発表 

① 野村恭子 ，児玉浩子 ，木戸道子．

妊娠適齢期の女性の栄養問題と妊

娠中の適正体重．日本衛生学会誌 

2018 印刷中 

② 野村恭子 ，苅田香苗．学術研究か

らの少子化対策―日本衛生学会か

らの提言に向けて．日本衛生学会

誌 2018 印刷中 

③ Suzuki S: Optimal Weight Gain 

During Pregnancy in Japanese 

Women: Is It Okay? J Clin Med Res. 

2018;10(3):279-280. 

④ Suzuki S: Gestational weight 

gain in Japanese women with 

preeclampsia. Hypertens Res 

Preg. 2017;5(1):13-16. 

2.  学会発表 

① 三倉麻子 ，奥田直史 ，今道小百

合，渡邉朝子，伊藤麻利江，宮崎

美和，柴田良枝，林瑞成，鈴木俊

治．妊娠高血圧腎症発症例におけ

る妊娠中体重増加量の検討．第 134

回関東連合産科婦人科学会総会・

学術集会（2017 年 12 月） 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  なし 

 1. 特許取得 なし 

 2. 実用新案登録 なし 

 3.その他 なし 
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研究テーマ：授乳婦の栄養調査 

 

       研究分担者  野村恭子 秋田大学医学部公衆衛生学講座 教授 

研究協力者  平池春子帝京大学医学部産婦人科学講座 講師 

磯島 豪 帝京大学医学部小児科学講座 講師 

朝倉比都美 帝京大学医学部附属病院栄養部 課長・管理栄養士 

日野優子 帝京大学医学部小児科学講座 研究支援員 

田辺杏由美 慶應義塾大学大学医学部衛生学公衆衛生学教室 大学院生 

服部綾香 帝京大学医学部附属病院栄養部 管理栄養士 

 

研究要旨 

本研究の目的は授乳婦の栄養摂取状況を調査し、日本人の食事摂取基準（2015

年版）と比較し昨今の授乳婦の栄養摂取状況が摂取基準を満たしているかを検討

することである。方法は 2016 年 7 月 20 日から 2017 年 12 月 31 日現在までに、帝

京大学附属病院産婦人科で 37 週から 41 週の正期産にて単胎を出産し、本研究に

協力が得られた食事制限をしていない授乳婦 104 名（平均年齢 34 歳）を対象とし

た。分娩後約 1か月の時点における母親の栄養摂取状況を食物摂取頻度調査（Food 

Frequency Questionnaire:FFQ）にて評価し、日本人の食事摂取基準 2015 年版（以

下、食事摂取基準）の授乳婦の推奨量＋付加量および目標量と比較した。対象集

団の栄養摂取量は、食事摂取基準（身体活動レベル II, 30-49 歳、2000+350kcal）

と比べるとエネルギー摂取量（mean±SD)は 1963.8±465.3 と低かった。エネルギ

ーを除く栄養素で食事摂取基準との比較において、8 割以上の人数で不足してい

たものに、ビタミン A、B1、B2、B6、C、亜鉛、食物繊維が認められた。食塩相当

量は平均値が 9.7g で 8割の対象者が基準を逸脱していた。また、エネルギー産生

栄養素バランスでは、8 割の対象者が脂質 (%エネルギー)が基準を超えて高かっ

た。結論として、本パイロット研究集団における授乳婦の栄養状況は食事摂取基

準に比べてエネルギー摂取量が低く、また基準を逸脱している栄養素が存在する

ことがわかった。 

 

Ａ．研究目的 胎児期および乳児期の栄養状態は、そ
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の後の肥満・生活習慣病の予防に極めて重

要であることが指摘されている。胎児期に

関しては「妊産婦のための食生活指針（平成

18 年２月、厚生労働省）」があり妊産婦の栄

養状態を改善させる対策が進んでいる。し

かしながら授乳婦の栄養状態に関しては、

今までほとんど検討されていない。本研究

の目的は授乳婦の栄養摂取状況を調査し、

日本人の食事摂取基準（2015 年版）と比較

し昨今の授乳婦の栄養摂取状況が摂取基準

を満たしているかを検討することである。

本研究班では平成 28 年度に研究に協力し

た 32 名に基づくパイロットスタディの結

果を報告しているが、今回はさらに対象者

を 104 名に増やし再解析を行い検討した。 

 

Ｂ．研究方法 

2016 年 7 月 20 日から 2017 年 12 月 31

日までに、帝京大学附属病院産婦人科で 37

週から 41週の正期産にて単胎を出産し、本

研究に協力が得られた授乳婦 104 名を対象

とした。除外基準としては、母乳を与えてい

ない、糖尿病、慢性腎臓病、高血圧で食事制

限がある場合、経管栄養・経腸栄養剤・特殊

ミルクを使用している乳児を持つ母とした。 

分娩後約 1 か月の時点における母親の

栄養摂取状況を食物摂取頻度調査（Food 

Frequency Questionnaire:FFQ）にて把握し、

一般化できるかについて、H19～23の授乳婦

(1)における国民健康・栄養調査 【世帯案

分・半秤量記録法】(2)による栄養素等摂取

状況（特別集計）と比較し、最終的に食事摂

取基準に照らし検討した。 

 本研究は帝京大学医学部倫理委員会

の承認を得て行われた(TU-COI 13-1592)。  

 

Ｃ．研究結果 

対象者の平均年齢は 34.1±5.3 歳、BMI

は平均 21.8±2.5 kg/m2であった。身体活動

は調査票より 1.67 で、食事摂取基準の推定

エネルギー必要量も身体活動レベル II と

し評価を行った。FFQでの食物摂取頻度調査

において推定した本研究対象集団の栄養摂

取量は、日本人の食事摂取基準（身体活動レ

ベル II, 30-49 歳、2000+350kcal）と比較

してエネルギー摂取量（mean±SD)は 1964±

465kcal/day と有意に低かった。なお、今回

の対象者においてサプリメントを服用して

いるものは 39 名(37.5%)であった。 

 

表 1 に本対象集団 104 名の FFQ による栄養

素等摂取状況を示す。 

 

 

表 2 に栄養素等摂取状況の評価（推奨量＋

付加量と一部の目標量を下回るものの割合）

を示す。食事摂取基準における授乳婦の推

奨量＋付加量値との比較にて検討した結果、

8割以上の人数で不足していたものに、ビタ

ミン A、B1、B2、B6、C、亜鉛が認められた。

表1. 本対象集団104名のFFQによる栄養素等摂取状況
本研究集団104名
平均値±標準偏差

エネルギー (kcal) 1963.8±465.3
たんぱく質 (g) 70.3±17.2
脂質 (g) 72.5±19.9
炭水化物 (g) 251.5±65.2
食塩相当量 (g) 9.7±2.9
ビタミンA (μgRE) 607.5±217.1
ビタミンD (μg) 6.1±2.5
ビタミンE (mg) 6.9±1.9
ビタミンK (μg) 216.8±78.8
ビタミンB1 (mg) 1.00±0.28
ビタミンB2 (mg) 1.12±0.38
ナイアシン (mgNE) 28.23±7.43
ビタミンB6 (mg) 1.11±0.33
ビタミンB12 (μg) 6.0±2.1
葉酸 (μg) 283.5±92.3
パントテン酸 (mg) 5.82±1.55
ビタミンC (mg) 104.3±48.9
カリウム (mg) 2396.4±716.9
カルシウム (mg) 621.7±206.1
マグネシウム (mg) 242.0±67.2
リン (mg) 1064.5±274.3
鉄 (mg) 7.5±2.1
亜鉛 (mg) 8.4±2.1
銅 (mg) 1.06±0.28
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また食塩相当量は 8 割が摂取基準より多く

摂取しており、食物繊維は 8 割が基準より

不足している状況であることが明らかとな

った。 

 
表 3 に栄養素等摂取状況の評価（目標

量の範囲を逸脱する者の割合）を示す。 

 

％エネルギーでは、食事摂取基準目標

量と比較して、範囲外の人数が 8 割を超え

て逸脱していたものに脂質が認められた。 

 

表 1 の解釈にあたって FFQ を用いた授乳婦

の栄養摂取状況について比較可能な調査客

体がなかったため、H19～23の授乳婦におけ

る国民健康・栄養調査 【世帯案分・半秤量

記録法】による栄養素等摂取状況（特別集

計）を比較対象に用いた（表 4）。 

これによると、対象者 104 名中、H19～23 の

授乳婦の結果に比べて有意に低い栄養素に、

ビタミン D、ビタミン B2、銅が、有意に高

い栄養素に、脂質、ナイアシン、パントテン

酸、カリウム、カルシウム、リンが該当した。 

 

Ｄ．考察 

本研究は、都内某大学病院産婦人科にて

出産した 104 名授乳婦の分娩後 1 か月の栄

養摂取状況を FFQ にて算出した結果である。

食事摂取基準に比べ、8割以上の人数で不足

していたものに、ビタミン A、B1、B2、B6、

C、亜鉛、食物繊維が認められた。食塩は平

均値が9.7gで約8割が基準を超えて摂取し

ていた。％エネルギーでは、食事摂取基準目

標量と比較して、8割の対象者が脂質を過剰

に摂取していた。 

本研究結果のうち、不足がもっとも顕

著なものにビタミン A が認められた。ビタ

表2. 栄養素等摂取状況の評価
食事摂取基準 (2015版) 本研究対象者104名

30-49歳女性  (平均年齢34.1歳)
推奨量+付加量 (A) 基準逸脱人数 (%)

たんぱく質 (g) 70 52 (50.0)
ビタミンA (μgRE) 1150 102 (98.1)
ビタミンB1 (mg) 1.3 88 (84.6)
ビタミンB2 (mg) 1.8 90 (86.5)
ナイアシン (mgNE) 15 3 (2.9)
ビタミンB6 (mg) 1.5 91 (87.5)
ビタミンB12 (μg) 3.2 6 (5.8)
葉酸 (μg) 340 80 (76.9)
ビタミンC (mg) 145 86 (82.7)
カルシウム (mg) 650 60 (57.7)
マグネシウム (mg) 290 80 (76.9)
鉄 (mg) 9 78 (75.0)
亜鉛 (mg) 11 92 (88.5)
銅 (mg) 1.3 1 (1.0)
食物繊維 (g/日)* 18以上 88 (84.6)
食塩相当量 (g/日)* 7未満 88 (84.6)
カリウム (mg/日)* 2600以上 68 (65.4)
*目標値量のみ

表3.　栄養素等摂取状況の評価（目標量の範囲を逸脱する者の割合）

食事摂取基準 (2015版)
本研究対象者104名
 (平均年齢34.1歳)

30-49歳女性
目標量 (B) (B)の範囲外の人数 (%)

エネルギー産生栄養素バランス
たんぱく質 (%エネルギー) 13-20 15 (14.4)
脂質 (%エネルギー) 20-30 84 (80.8)
炭水化物 (%エネルギー) 50-65 28 (26.9)

表4. 国民健康栄養調査（世帯案分・半秤量記録法）
授乳婦(H19-H23)

 (n=252)
平均値±標準偏差

エネルギー (kcal) 1913±544
たんぱく質 (g) 68.6±20.3
脂質 (g) 60.1±26.2 §
炭水化物 (g) 266.4±82.6
食塩相当量 (g) 10.1±3.6
ビタミンA (μgRE) 589±725
ビタミンD (μg) 6.8±7.7 §
ビタミンE (mg) 7.0±4.1
ビタミンK (μg) 224±183
ビタミンB1 (mg) 1.23±4.26
ビタミンB2 (mg) 1.28±1.18 *
ナイアシン (mgNE) 13.99±6.39 §
ビタミンB6 (mg) 1.27±1.69
ビタミンB12 (μg) 5.9±6.1
葉酸 (μg) 274±139
パントテン酸 (mg) 5.41±1.90 *
ビタミンC (mg) 94±109
カリウム (mg) 2167±809 *
カルシウム (mg) 527±262 ‡
マグネシウム (mg) 234±87
リン (mg) 980±325 *
鉄 (mg) 7.7±3.4
亜鉛 (mg) 8.2±2.8
銅 (mg) 1.14±0.42 *
＊P<0.05、†P<0.01、‡P<0.001、§P<0.0001
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ミン A の不足原因として、野菜の合計摂取

量が 205g であった。そのうち緑黄色野菜は

75g、淡色野菜は 123g となった。これは健

康日本 21 が目指している野菜の摂取量

350g(うち 120g：230g)には届かなかった。

また妊娠初期および中期で、ビタミン A（レ

チノール）の過剰摂取をしないよう栄養指

導を受けていることも想定され、その影響

が授乳期にも及んでいることも考えられた。 

本研究の限界点として、東京都心の大

学病院で出産した健常人を用いた点がまず

挙げられる。食事摂取基準では 2000＋

350kcalを推奨しているが、エネルギー摂取

量が摂取基準と比べ低値であった。国民栄

養調査の授乳婦においても本調査対象のエ

ネルギー摂取量と有意差を認めず、授乳婦

全体の現状が基準に比べてエネルギー摂取

が少ない可能性が示唆された。一方で国民

栄養調査の授乳婦と比べ、カルシウムの摂

取量が高いことや、脂質エネルギー比率が

高いことから栄養状態がよいことや健康意

識が高い集団であった可能性は否定できな

い。第二にサンプルサイズが小さいこと、

FFQを用いており、本研究結果の解釈には注

意が必要である。本研究では FFQ を用いて

栄養素を検討した先行研究についても調べ

たが授乳婦における調査はなく、また対象

年齢も壮年・高齢期を含む研究しか十分な

サンプルサイズで確認できず、したがって

直接の比較はできなかった。 

 

Ｅ．結論 

本パイロット研究集団における授乳婦

の栄養状況は食事摂取基準に比べエネルギ

ー摂取量が少なく、また基準を満たしてい

ない栄養素が存在することが明らかとなっ

た。 
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分担研究テーマ：栄養法と予後の関係について 
 
研究分担者 清水俊明 順天堂大学大学院医学研究科小児思春期発達・病態学 教授 

東海林宏道 順天堂大学大学院医学研究科小児思春期発達・病態学 准教授 

 

研究要旨 

授乳・離乳の支援ガイドは平成 19 年の発行からもうすぐ 10 年が経過しようと

している。最近では、母乳栄養と将来のアレルギーや肥満の防止についての情報

が一般に広く浸透しつつある一方で、育児用ミルクの使用について偏った指導が

なされているという現状も散見される。そこで、母乳栄養と将来のアレルギーや

生活習慣病の発症、消化管機能の改善、母親の育児不安との関連について最新の

エビデンスを収集し、平成 28年度に提言としてまとめた。今年度は報告書の発行

に向けて他分野の分担研究者と意見交換を重ね、文章の加筆修正や使用する用語

の統一化を図った。 

 

Ａ．研究目的 

母乳は新生児、乳児にとって最適な栄養

源であり、育児をサポートする医師や看護

師、助産師、保健師は離乳開始までの期間、

母乳栄養を推進するべきである。最近では

母乳栄養が将来のアレルギーを防止する、

あるいは肥満を抑制するといった情報が一

般に広く浸透しつつある一方で、少しでも

乳児用調製粉乳を与えてしまうとアレルギ

ーや肥満になってしまう、アレルゲン除去

粉乳がアレルギーを予防するといった指導

が母親を悩ませ、育児不安に陥ってしまう

といった事例も散見される。授乳・離乳の

支援ガイドには、「食物アレルギーについて」

「乳児期の栄養と肥満、生活習慣病との関

わりについて」「子どもの出生状況と栄養方

法、授乳に対する不安」といった項目で詳

細に情報提供がなされているが、平成 19年

の発行からもうすぐ 10 年が経過しようと

していることを踏まえ、「CQ2.1: 正期産児

に母乳栄養を行うと児のアレルギー疾患を

予防できるか？」「CQ2.2: 正期産児に母乳

栄養を行うと児のメタボリック症候群を予

防できるか？（追加：離乳食の開始を早め

る/遅らせることでメタボリック症候群を

予防できるか？）」「CQ2.3：母乳育児は母親

の育児不安を低減できるか？」「CQ2.4：母

乳栄養は消化管機能を改善させるか？」と

いう 4項目の CQ ついて、最新のエビデンス

を収集し、提言としてまとめることを研究

の目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

文献検索データベースは PubMed を用いた。 

1. 母乳栄養を行うと児のアレルギー疾患

を予防できるか 

#1 breastfeeding OR “exclusive 

breastfeeding": 45244 

#2 allergy OR allergic disease: 418070 

#3 meta-analysis OR systematic review: 166381 
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#4 #1 AND #2 AND #3: 66 

上記の検索式で抽出された文献のうち、

昨年度の時点では 5 文献を採用したが(1-5)、

検討の結果 1 文献を削除した(4)。また、加

水分解乳について最新の治験(6, 7)を追加し

提言を作成した。また、「育児用ミルク」と

いう用語は使用せずに「乳児用調製粉乳」

で統一した。アレルギーを発症した乳児に

治療として用いるミルクは「アレルゲン除

去粉乳」とした。 

2. 母乳栄養を行うと、離乳食の開始を早

める/遅らせると、メタボリック症候群

を予防できるか 

2-1.母乳栄養 

#1 breastfeeding OR “exclusive 

breastfeeding": 45244 

#2 "metabolic syndrome" OR "type 2 diabetes" OR 

obesity: 340109 

#3 meta-analysis OR systematic review: 167013, 

#4 #1 AND #2 AND #3: 87 

上記の検索式で抽出された文献のうち、

昨年度の時点では5文献を採用したが(8-12)、

検討の結果 1文献を削除した(10)。この 4文

献に国内から発表された大規模な縦断的研

究(13)を追加し提言を作成した。また、「育

児用ミルク」という用語は使用せずに「乳

児用調製粉乳」で統一した。 

2-2.離乳食の開始 

#1 "additional foods" OR "solid foods" OR 

"complementary foods": 1796 

#2 "metabolic syndrome" OR "type 2 diabetes" OR 

obesity: 340109 

#3 meta-analysis OR systematic review: 167013 

#4 #1 AND #2 AND #3: 11 

上記の検索式で抽出された文献のうち、

昨年度の時点では 5文献を採用したが(11, 

14-17)、検討の結果 2 文献を削除した(14, 17)。 

3. 母乳育児は育児不安を低減できるか 

#1 breastfeeding OR "exclusive breastfeeding": 

45244 

#2 meta-analysis OR systematic review: 167013 

#3 depression OR anxiety: 470032 

#4 #1 AND #2 AND #3: 58 

上記の検索式で抽出された文献のうち、

昨年度の時点では 3 文献を採用したが(18-20)、

検討の結果 1文献を削除した(20)。 

4. 母乳栄養は消化管機能を改善させるか 

“intestinal function”、“motility”

などの用語を用いて文献検索を試みたが、

母乳栄養と消化管機能に関連するシステマ

ティックレビューやメタアナリシスを見出

すことはできなかった。 

 

Ｃ．研究結果 

1. 母乳栄養を行うと児のアレルギー疾患

を予防できるか 

システマティックレビューでは、6 か月

間の母乳栄養は、小児期のアレルギー疾患

の発症に対する予防効果はないと結論して

いる(3)。近年のシステマティックレビュー

やメタアナリシスにおいても母乳栄養の期

間が喘息やアレルギー性鼻炎の減少に関係

があると報告されているが(1, 2, 5)、母乳栄

養によるウイルス感染防御効果が影響して

いるものと推察される。 

2. 母乳栄養を行うと、離乳食の開始を早

める/遅らせると、メタボリック症候群

を予防できるか 

 近年の大規模なシステマティックレビュ

ーやメタアナリシスにおいて、母乳栄養も

しくは母乳栄養の期間が小児期の過体重や

肥満発症のリスクを減らすと報告されてい
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る(8, 9, 11)。国内の大規模な縦断的研究でも、

6-7 か月間の母乳栄養が他の栄養法に比べ

7 歳時の肥満を減らすと報告されている(21)。

また、母乳栄養児にのちの 2 型糖尿病の発

症が低いとする大規模なメタアナリシスも

存在する(12)。一方、早期の離乳食開始が小

児期の過体重や肥満のリスクになるとする

いくつかのシステマティックレビューやメ

タアナリシスがある(5, 11, 16)。 

3. 母乳育児は育児不安を低減できるか 

産後不安やうつ徴候がある女性では母乳

栄養期間が短い、もしくは母乳栄養の短縮

が産後うつ病の発症リスクを上げるとする

システマティックレビューがある(18, 19)。 

4. 母乳栄養が消化管機能を改善させるか 

エビデンスとなりえるシステマティック

レビューやメタアナリシスはない。 

 

Ｄ．考察（指針およびガイドへの提言） 

1. 母乳栄養を行うと児のアレルギー疾患

を予防できるか 

→<参考 4>食物アレルギーについて

(p.48-53) 

システマティックレビューでは、6 か月

間の母乳栄養は、小児期のアレルギー疾患

の発症に対する予防効果はないと結論して

いる(3)。なお、このレビューでは児の消化

器感染症の減少、あるいは母体の体重減少

効果や再妊娠の遅延といった利点があるこ

とから、6 か月間の母乳栄養自体は推奨し

ている。近年のシステマティックレビュー

やメタアナリシスにおいても母乳栄養の期

間が喘息やアレルギー性鼻炎の減少に関係

があると報告されているが(1, 2, 5)、母乳栄

養によるウイルス感染防御効果が影響して

いるものと推察される。乳幼児期の湿疹や

アトピー性皮膚炎に対する効果についても、

過去にはアレルギー素因のある児で、母乳

栄養児が乳児用調製粉乳栄養児に比べて発

症割合が低いとする報告もあるが(22)、近年

の報告では一定の見解は認められず(1, 5)、

アレルギー疾患に対する母乳の予防効果は

限定的と考える必要がある。 

一方、アレルギー素因のあるハイリスク

児に対する蛋白加水分解乳のアレルギー予

防効果について、以前はアトピー性皮膚炎

などに予防効果があるとする報告が散見さ

れていたが(23-25)、最近ではエビデンスが十

分でないとする報告が多い(6, 7)。アレルギ

ーを発症した乳児に対する治療としてアレ

ルゲン除去粉乳は有効であるが、少なくと

もアレルゲン除去粉乳がアレルギー疾患の

発症を予防するといった指導は避けなけれ

ばならない。 

2. 母乳栄養を行うと、離乳食の開始を早

める/遅らせると、メタボリック症候群

を予防できるか 

→<参考 1> 乳児期の栄養と肥満、生

活習慣病との関わりについて(p.45) 

成人病胎児起源説（fetal origins of 

adult disease）とは、大規模な疫学研究の

結果から低出生体重となるような子宮環境

に曝されることで規定された胎児プログラ

ミング（thrifty phenotype＝倹約型体質）

が生活習慣病発症の起源になるとする、

Barker ら(26)により提唱された学説である。

さらに出生体重が小さすぎるだけでなく、

大きすぎても成人期の肥満や 2 型糖尿病、

心血管疾患が増加することが明らかとなり、

胎児期だけでなく乳幼児期も含め、栄養や

環境と遺伝子の相互作用により生じたエピ

ジェネティク変異が、将来の生活習慣病発
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症 に 影 響 を 及 ぼ す と い う 概 念 が

developmental origins of health and 

disease (DOHaD)として広く知られるよう

になった(27)。また、乳幼児期に培われた味

覚や食事の嗜好はその後の食習慣にも影響

を与えるため、この時期の食生活や栄養の

問題は、生涯を通した健康という長期的な

視点からも、生活習慣病の発症に影響を及

ぼすこととして含める必要がある。つまり、

単に喜ばす目的、あるいは報酬として食品

を与えることは避けるべきであり、食品の

味付けのために砂糖や塩は添加せず、甘味

飲料は与えるべきでない(28)。 

 近年の大規模なシステマティックレビ

ューやメタアナリシスにおいて、母乳栄養

もしくは母乳栄養の期間が小児期の過体重

や肥満発症のリスクを減らすと報告されて

いる(8, 9, 11)。国内の大規模な縦断的研究で

も、6-7 か月間の母乳栄養が他の栄養法に

比べ 7 歳時の肥満を減らすと報告されてい

る(21)。また、母乳栄養児にのちの 2型糖尿

病の発症が低いとする大規模なメタアナリ

シスも存在する(12)。しかし、母乳栄養児と

混合栄養児との間に肥満や 2 型糖尿病の発

症に差があるとするエビデンスはなく、乳

児用調製粉乳を与えることによって肥満に

なるといった表現で誤解を与えないように

配慮する必要がある。一方、早期の離乳食

開始が小児期の過体重や肥満のリスクにな

るとするいくつかのシステマティックレビ

ューやメタアナリシスがあるので(11, 15, 16)、

少なくとも生後 4 か月以前に離乳食を開始

しないという指導は必要である。体格の指

標である body mass index （BMI）は生後 9

か月頃まで増加した後に減少し、通常 6 歳

前後に再び上昇に転じる。この再上昇ポイ

ントは adiposity rebound（AR）と呼ばれ、

3 歳以前に BMI が上昇に転じる早期 AR は、

小児期以降の肥満に関する有用な予測因子

とされている(29)。乳児期の栄養指導の際は、

将来の肥満防止という観点からも体重だけ

でなく身長や BMI の推移にも留意した経過

観察が重要である。 

3. 母乳育児は育児不安を低減できるか 

→5 子どもの出生状況と栄養方法、授

乳に対する不安(p.9) 

産後不安やうつ徴候がある女性では母乳

栄養期間が短い、もしくは母乳栄養の短縮

が産後うつ病の発症リスクを上げるとする

システマティックレビューもあり(18, 19)、授

乳不安が強く、うつ傾向の強い母親に対し

ては早期からの産科医、小児科医、助産師、

保健師等による専門的アプローチを検討す

る。 

  

Ｅ．結論 

• 母乳栄養のアレルギー疾患予防効果は

限定的であるが、母乳栄養について方

針を変更する必要はない。 

• 母乳栄養には将来の肥満発症を抑える

というエビデンスがあり、母乳栄養に

ついて方針を変更する必要はない。 

• 早期の離乳食開始が肥満発症リスクと

なる可能性があり、離乳食開始時期に

ついて方針を変更する必要はない。 

• 母親のうつ徴候と母乳栄養期間短縮の

関連について認識し、不安の強い母親

には早期の専門的アプローチを検討す

る。 
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研究要旨 

＜目的＞平成 19 年「授乳・離乳の支援ガイド」では、栄養法と予後の関係を考慮して

栄養法の支援を行っている。しかし、ガイド作成後 10年が経過したため、乳幼児の栄

養法と予後に関する最新の論文を検索して、その科学的根拠を検証する。今年度は、

昨年作成した提言案を確定する。 

＜方法＞栄養法と予後に関するクリニカルクエスチョン（CQ）を設定し、さらに CQ に

応じて PICO を作成する。そして PICO に合致する過去 10 年間に発表された論文を

MEDLINE で系統的に検索する。ただし、コクランレビューまたは検索は MEDLINE で 2001

年以降に掲載された文献で、コクランレビューあるいは米国小児科学会のガイドライ

ンを優先させた。CQ としては以下のものを設定した。 

CQ3.１母乳栄養と神経発達 

CQ3.2 母乳栄養とビタミン K 

＜結果＞CQ に本基づき論文の検索が行われ、内容の検証が行われた。 

CQ3.1 については 1編の論文が検索され、正期産児で 6.5 歳時の身長、体重、BMI、認

知・行動に関する神経発達においては、栄養法による有意な差をみとめなかった。ま

た、生後 6 か月以降も母乳のみで栄養を継続することは、児の成長にとって利益はも

たらされなかった。 

CQ3.2 については合致する論文が検索されなかった。 

したがって、昨年作成した提言を特に修正する必要は無かった。 

＜考察＞母乳栄養と育児用ミルク栄養が乳幼児の発達発育に与える影響を科学的に検

証したが、母乳栄養と混合栄養児の神経発達に有意な差を認めなかった。そのため、

現在のガイドラインの方針を変更する必要はないが、「母乳栄養児と混合栄養児におけ

る神経発達においては、有意な差を認めないと報告されている。そのため、母乳の利

点を啓発することは重要であるが、混合栄養、あるいは育児用ミルク栄養の場合でも、

適切な育児支援を行うことが重要である」という追記が必要と考えられる。 

＜結論＞栄養法と児の神経発達に関する追記を提言する。  

 

Ａ．研究目的 

 平成 19年「授乳・離乳の支援ガイド」で

は、栄養法と予後の関係を考慮して栄養法

の支援を行っている。しかし、ガイド作成後

10 年が経過したため、最新の科学的根拠に

応じた内容に変更する必要性が生じた。特
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に、新生児および乳児にとって、母乳は最良

の栄養である一方で、様々な理由から、混合

栄養や育児用ミルクのみの栄養が選択され

る場合もある。したがって、どの栄養方法で

あっても、自分の行っている栄養方法が、児

の発育、発達に対してどのような影響をあ

たえるかという点に関して、多くの母親が

不安に感じている。そこで、乳幼児栄養を通

じた子ども育児支援をより強化するために、

母乳栄養と育児用ミルク栄養が乳幼児の発

育発達に与える影響について、最新の論文

を検索して科学的に検証する。 

 

Ｂ．研究方法 

１．クリニカルクエスチョン（CQ）おうおび

PICO の作成 

母乳栄養と人工栄養が、乳幼児の発育発

達に与える影響を科学的に検証するために、

以下の課題について、それぞれ CQを作成し

た。 

CQ 3.1 母乳栄養と神経発達 

・正期産児に完全母乳栄養を行うと児の神

経発達が促進されるか？ 

P：正期産の乳児 

I：完全母乳栄養 

C：完全母乳栄養以外 

O：6歳以上での神経発達 

 

・正期産児の完全母乳栄養期間と児の神経

発達が関係するか？ 

P：正期産で完全母乳の乳児 

I：長期完全母乳栄養 

C：短期完全母乳栄養 

O：6歳以上での神経発達 

 

・正期産児に母乳育児を行うと児の神経発

達が促進されるか？ 

 

P:正期産の乳児 

I：母乳育児 

C：母乳育児以外 

O：6歳以上での神経発達 

 

CQ 3.2 母乳栄養とビタミン K 

・完全母乳栄養はビタミン K 欠乏症の頻度

を上昇させるか  

P：乳幼児 

I：完全母乳栄養 

C:完全母乳栄養以外 

O：1 歳までのビタミン K欠乏性出血症の発

生頻度の上昇 

 

２．文献の検索 

 検索はMEDLINEで2001年以降に掲載され

た文献で、Cochrane Revあるいは米国小児

科学会（AAP）のガイドラインを優先させた。 

 

（倫理面への配慮） 

 過去に発表された論文のけんさくとその

内容を検証することが目的の研究のため、

倫理委員会での審査を申請しなかった。 

 

Ｃ．研究結果 

１． CQ 3.1 の検索キーワード： 

#1 exclusive breastfeeding 

#2 neurodevelopmental 

#3 cognitive 

#4 preterm 

#5 systematic review 

#6 cochrane database 

#7 duration exclusive breastfeeding 
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以上のワードより、[#1 and (#2 or #3 ) 

not #4] and (#5 or #6)の検索式で 1件、

[#7 and (#2 or #3 ) not #4] and (#5 or 

#6)の検索式で 1件の文献を抽出したが、同

じものであった。 

 

２．CQ3.1 の論文検索結果 

キーワード<#1～6>×<#7～12>×#17、<#1～

6>×<#13～16>×#17の検索式で 1件の文献

を抽出した。 

上記の文献では、37週以降の正期産児（出

生体重 2,500g 未満を含む）で、児の健康、

成長、発達と、母親の健康への影響が評価さ

れた。生後 6か月まで完全母乳栄養の児と、

少なくとも３～４か月までは母乳栄養で、

その後、混合栄養となった児での比較では、

6.5 歳時の身長、体重、BMI、認知・行動に

関する神経発達においては、有意な差をみ

とめなかった。また、生後 6 か月以降も母

乳のみで栄養を継続することは、児の成長

にとって利益はもたらされなかった。 

 

３．CQ 3.2 の検索キーワード 

#1 vitamin K 

#2 exclusive breastfeeding 

#3 systematic review 

#4 cochrane database 

 

４．CQ3.2 の論文検索結果 

以上のワードより、#1 and #2 and (#3 

or#4) の検索式を行ったが、文献は抽出さ

れなかった。 

 

Ｄ．考察 

１．CQ 3.1 について 

 母乳栄養、混合栄養、育児用ミルクのみの

栄養と、栄養方法にも違いがあり、それぞれ

利点と欠点がある。しかし、どの栄養方法が

神経発達に良い影響をもたらすというエビ

デンスは得られなかった。そのため、現在の

授乳・離乳のガイドラインが示す、“母親が

選択した授乳方法を支援していく”という

基本方針を変更する必要はない。 

また、授乳・離乳のガイドライン p14、２、

授乳の支援に関する基本的考え方、p16、３、

授乳の支援のポイントには、「母乳や育児用

ミルクといった乳汁の種類にかかわらず、

母子の健康の維持とともに、健やかな母子・

親子関係の形成を促し、育児に自信をもた

せること」、「母乳や育児用ミルクといった

乳汁の種類にかかわらず、授乳を通して、健

やかな子どもを育てるという「育児」支援を

すすめること」と記載されている。これに、

「新生児にとって、母乳は最良の栄養であ

る。しかし、母乳栄養児と混合栄養児におけ

る神経発達においては、有意な差を認めな

いと報告されている。そのため、母乳の利点

を啓発することは重要であるが、混合栄養、

あるいは育児用ミルク栄養の場合でも、適

切な育児支援を行うことが重要である」と

いうことを追記していただくことを提言す

る。 

 

２．CQ 3.2 について 

 今回、新たなエビデンスとなる文献はみ

られなかったため、提言は行わない。 

 

 以上、昨年度作成した提言を特に修正す

る必要は無かった。 

 

Ｅ．結論 

 現在のガイドラインの基本方針を変更す
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る必要はないが、「新生児にとって、母乳は

最良の栄養である。しかし、母乳栄養児と混

合栄養児における神経発達においては、有

意な差を認めないと報告されている。その

ため、母乳の利点を啓発することは重要で

あるが、混合栄養、あるいは育児用ミルク栄

養の場合でも、適切な育児支援を行うこと

が重要である」ということを追記していた

だくことを提言する。 

 

F.健康危険情報 

無し 

 

G.研究発表 

１．論文発表 

無し 

２．学会発表 

無し 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

無し 

２．実用新案登録 

無し 

３．その他 

無し 

 

参考文献 

Michael S Kramer, Ritsuko Kakuma, et al. 

Optimal duration of exclusive 

breastfeeding. Cochrane Database Syst. 

Rev. Aug15(8): 1-42, 2012. 
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厚生労働科学研究費補助金（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 
平成29年度分担研究報告書 

 
       妊産婦及び乳幼児の栄養管理の支援のあり方に関する研究 

分担研究テーマ：妊娠・授乳中の食事、離乳食の進め方等の文献検索結果の再検討、 
    及び新たな「授乳・離乳の支援ガイド」作成に向けた提言 

 
     研究分担者 堤ちはる 相模女子大学栄養科学部健康栄養学科 教授 

三橋扶佐子 日本歯科大学生命歯学部共同利用研究センター 助教 

 

研究要旨 

 「授乳・離乳の支援ガイド」における離乳食の進め方等について、昨年度の研究

で得られた系統的レビューの結果を再検討した。さらに、新たな「授乳・離乳の支

援ガイド」作成に向けて、現行の「授乳・離乳の支援ガイド」を見直し、加筆・修

正が必要な部分について考察した。 

 その結果、新たな「授乳・離乳の支援ガイド」には、以下の事項について記述す

ることが適切であると考える。 

・子どもがアレルギーを発症するまでは、母親に抗原の回避を指導する必要はな

い。 

・離乳開始時期は現行の５、６か月頃で差し支えない。 

・離乳食には、乳児の成長に伴い、乳汁だけでは不足してくるエネルギーや栄養

素を補完する必要性もあることを明記し、離乳が適切な時期に開始できるよう

に支援する。 

・食物アレルギー発症予防には、離乳開始や特定の食物を与える時期を遅らせな

いことが重要である。 

・鉄欠乏に配慮すると、遅くとも６か月までに離乳食を開始する。特に母乳栄養

児の栄養指導は丁寧に行うことが求められる。 

 なお、CODEX 規格基準の変更等、世界の動向を踏まえ、調製粉乳の分類、名称に

ついて、再考の必要があると考える。 

Ａ．研究目的 

現在、乳幼児期の授乳・離乳の支援に

ついては、「授乳・離乳の支援ガイド」

（平成 19年、厚生労働省）に基づき実

施されている。しかし、公表から約 10

年が経過したことから新たなガイドラ

インの作成が望まれている。 

そこで、昨年度は、①妊娠・授乳中の

食事制限はアレルギーを予防するか、

②離乳食の開始時期を早める／遅らせ

ることでアレルギー疾患を予防できる

か、③食物アレルギーは児の発育・発達

に影響するか、④食物アレルギーとス

キンケア（保湿）の関係、⑤プロバイオ

ティクスが湿疹の発症リスクを下げる

かについて、システマティックレビュ

ーを中心に論文を検索し、エビデンス

のある情報について検討を行い、新た
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な授乳・離乳を支援するガイドに記載

が望まれる内容について検討し、提言

を行った。 

今年度は、昨年度の検討結果と提言

内容を見直すとともに、現行の「授乳・

離乳支援ガイド」を見直し、加筆・修正

が必要な部分について考察した。 

 

Ｂ．研究方法 

昨年度の文献検索（システマティッ

クレビュー、ならびにシステマティッ

クレビュー以外のコホート研究、ラン

ダム化比較試験などの文献検索：2017

年１月３日～２月 17 日時点）結果につ

いて内容の再検討を行った。 

さらに、現行の「授乳・離乳の支援ガ

イド」の加筆・修正すべきと思われる課

題について、関連する論文や、専門家と

して最新の知識を根拠に検討した。 

倫理面の配慮については、本研究は

文献検索であり、個人情報は扱ってい

ない。 

 

  Ｃ．研究結果 

昨年度の文献検索結果の再検討、お

よび新たに追加して検討した内容につ

いて以下に列挙する。 

 

１．昨年度の文献検索結果の再検討 

①妊娠・授乳中の食事制限はアレルギ

ーを予防するか 

   再検討した結果、妊婦や授乳婦が高

リスク、あるいは通常のリスク児のア

レルギー予防のために食事を変更した

り、サプリメントを摂取しなければな

らないとする証拠はない１）２）、につい

ては昨年度と同様の内容で特に修正の

必要はないと思われる。 

しかし、昨年引用した Kramer MS.ら

の文献３）にある Chandra RK.らの論文
４）５）は取り下げられていたことから、

「なお、ハイリスク児の乳児期早期の

アレルギー疾患発症予防には、授乳中

の母親の食物制限のある程度の予防効

果は認められている」については削除

し、「ハイリスク児の乳児期早期のアレ

ルギー疾患発症予防に関しては、授乳

中の母親の食物制限による予防効果は

確認されていない」に修正を行った。 

 根拠のレベル：① CQ を作成して文

献検索を行い、科学的根拠を判断して

作成 

  

②離乳食の開始時期を早める／遅らせ

ることでアレルギー疾患を予防できる

か 

 以下に示す昨年度の内容について再

検討した結果、科学的根拠に基づくも

のであり、特に修正の必要はないこと

が確認された。 

乳児食の中に早期に卵やピーナッツ

を与えることは、卵、ピーナッツアレル

ギーリスクを低下させることに関係し

ている６）。豆乳を摂取したり、４か月を

超えて離乳食導入を遅らせたりするこ

とはハイリスク児・普通の児において

アレルギー防止の効果はみられない１）。

生後 4〜6 ヵ月後に離乳食を摂取した

授乳児は、食物アレルギー、湿疹、食物

タンパク質誘発性腸炎症候群反応のリ

スクは減少しなかった７）。４か月以前

の離乳食開始により、湿疹のリスクが
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上がる可能性がある。しかし、その他の

アレルギー疾患発症リスクをあげるエ

ビデンスはない８）という結果が得られ

ている。 

根拠のレベル：① CQ を作成して文

献検索を行い、科学的根拠を判断して

作成 

 

③食物アレルギーは児の発育・発達に

影響するか 

 以下に示す昨年度の内容について再

検討した結果、科学的根拠に基づくも

のであり、特に修正の必要はないこと

が確認された。 

 複数の食物にアレルギーのある子ど

もは、食物アレルギーのない子どもに

比べて発育不全・栄養失調のリスクが

高い可能性があると報告されている９）。

複数の食物アレルギーを有する子供が、

1 つの食物アレルギーを有する子供よ

りも背が低いことが分かった。また、複

数の食物アレルギーを有する小児の栄

養摂取量を評価したが、各試験での包

含基準と比較基準は相違しており、矛

盾していた。 その他、栄養相談を受け

ていない食物アレルギーの子供は、カ

ルシウムとビタミン D の摂取が不十分

である可能性が高いことが報告された。 

 これらの科学的根拠を踏まえて、「食

物アレルギーの除去食は、治療の一つ

であり、アレルギー専門医の診断のも

とに行うものである。個人の判断で実

施するのは児にとって有害となる可能

性がある」と記載することが望ましい

と思われる。 

 根拠のレベル：① CQ を作成して文

献検索を行い、科学的根拠を判断して

作成 

 

④食物アレルギーとスキンケア（保湿）

の関係 

 以下に示す昨年度の内容について再

検討した結果、科学的根拠に基づくも

のであり、特に修正の必要はないこと

が確認された。 

 コホート研究では、経皮的な水分蒸

散量の上昇を生後２日に観察すると、

それが１歳の時点でのアトピー性皮膚

炎のリスクになること、特に生後２か

月までの保湿が重要であると報告され

ている 10）。 

ランダム化比較試験では、生後早期

から保湿剤によるスキンケアをアトピ

ー性発症リスクの高い児に行うと、ア

トピー性皮膚炎発症リスクを 30～50％

予防できる可能性がある。 湿疹のある

乳児は 32週で鶏卵への感作が、湿疹の

ない児の約 2.86 倍高かったと報告さ

れている 11）。また、生後早期から保湿

剤によるスキンケアをアトピー性発症

リスクの高い児に行うと、アトピー性

皮膚炎発症リスクを 30～50％予防でき

る可能性がある。 湿疹のある乳児は 32

週で鶏卵への感作が、湿疹のない児の

約 2.86 倍高かったとの結果も得られ

ている 12）。 

しかしながら、新たに作成する「授

乳・離乳の支援ガイド」は、栄養を中心

とするものであることから、これらの

内容は新しいガイドラインには記載せ

ずに、「保育所におけるアレルギー対応

ガイドライン」13）等の参照を促すこと
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が適切であると思われる。 

根拠のレベル：① CQ を作成して文

献検索を行い、科学的根拠を判断して

作成 

 

⑤プロバイオティクスが湿疹の発症リ

スクを下げるか 

 再検討した結果、昨年度の以下に示

す内容から新たな論文も公表されてお

らず、十分なエビデンスに乏しいこと

から、新しい「授乳・離乳の支援ガイド」

への掲載は見送ることが望ましいと思

われる。 

 システマティックレビューでは、湿

疹には、複数のプロバイオティクス（ラ

クトバチラス、ビフィドバクテリア併

用）で予防効果があった（欧州アレルギ

ー学会）。しかし、気管支炎、食物アレ

ルギー、鼻炎の予防については証明さ

れていないと報告されている 14）。また、

プロバイオティクスのサプリメントが

子どものアレルギーを防止することは

ないが、喘息には効果があるかもしれ

ないと報告されている 15）。人工乳栄養

児のアレルギー予防にプレバイオティ

クスを日常的に使用することについて

は、明確なエビデンスはなく、さらなる

研究が必要である。乳児の食事にプレ

バイオティックサプリメントを添加す

ると、湿疹を予防する可能性があると

いう証拠がいくつかある。しかし、プレ

バイオティックの使用がアレルギーの

リスクが高い幼児に限定されるべきか、

または低リスクの集団に影響を与える

かどうかは不明である。また、それが喘

息を含む他のアレルギー性疾患に影響

を及ぼすかどうかも不明であると報告

されている 16）。 

World Allergy Organization（WAO）

ガイドラインでは、プロバイオティク

スは、乳児期の湿疹に対して、少しリス

クが減少する。しかし、他のアレルギー

疾患には、予防効果を示すのに十分な

エビデンスはないと報告されている 17）。 

根拠のレベル：① CQ を作成して文

献検索を行い、科学的根拠を判断して

作成 

 

２．現行の「授乳・離乳の支援ガイド」

に加筆・修正すべき点 

今年度、新たに追加して検討した内

容について、以下に列挙する。 

 

１）「育児用ミルク」という言葉につい

て 

 現行の「授乳・離乳の支援ガイド」で

は、人工栄養児の飲用する乳汁につい

て「育児用ミルク」という言葉が用いら

れている。ところが「育児用ミルク」は

法規上（乳等省令、健康増進法）では使

われていない用語であり、「育児用」 は

１～３歳にも当てはまるため、混乱し

やすい。 

そこで、「育児用ミルク」と表記され

ていたものを、文脈に応じて、母乳代替

品は「乳児用調製粉乳」、母乳代替品以

外の調製粉乳の呼称は一つの案として

「幼児向け調製粉乳」と表記すること

が望ましいと思われる。 

根拠のレベル：③各分野の専門家と

して、最新の知識を根拠に作成 
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２）離乳の説明について 

 現行の「授乳・離乳の支援ガイド」で

は、「離乳とは、母乳または育児用ミル

ク等の乳汁栄養から幼児食に移行する

過程をいう。」と説明されている。離乳

には、乳汁だけでは不足してくるエネ

ルギーや栄養素を補完する必要性の明

記が重要であると考える。特に母乳栄

養の場合には、離乳開始が遅くならな

いように、適切な時期に離乳を開始す

ることの徹底が望まれる。 

そこで、「離乳とは、成長に伴い、母

乳または乳児用調製粉乳などの乳汁だ

けでは不足してくるエネルギーや栄養

素を補完するために、乳汁から幼児食

に移行する過程をいい、その時に与え

られる食事を離乳食という。」と表記す

ることが望ましいと思われる。 

根拠のレベル：③各分野の専門家と

して、最新の知識を根拠に作成 

 

  ３）乳汁の与え方について 

   現行の「授乳・離乳の支援ガイド」の

離乳の進行の箇所には、「離乳を開始し

て１か月を過ぎた頃から、離乳食は１

日 2 回にしていく。母乳または育児用

ミルクは離乳食の後にそれぞれ与え、

離乳食とは別に母乳は子どもの欲する

ままに、育児用ミルクは 1 日 3 回程度

与える。（後略）。」、「生後９か月頃から、

離乳食は 1 日 3 回にし、歯ぐきでつぶ

せる固さのものを与える。（中略）。離乳

食とは別に母乳は子どもの欲するまま

に、育児用ミルクは 1 日 2 回程度与え

る。鉄の不足には十分注意する。」とあ

る。これらの文章からは、母乳は、子ど

もの欲するままに、「いつでも」飲ませ

てよいと解釈されることがあり、授乳

のリズムが確立しないので、空腹感が

起こらず、離乳食が順調に進みにくい

という弊害がある。 

   そこで、「授乳のリズムに合わせて」

を挿入し、「離乳食とは別に母乳は授乳

のリズムに合わせて、子どもの欲する

ままに」とし、母乳の量は欲するままに、

しかし、与える時刻は規則的に、という

ことが明確に伝わる表現にすることが

望ましいと思われる。 

根拠のレベル：③各分野の専門家と

して、最新の知識を根拠に作成 

 

  ４）鉄の摂取について 

現行の「授乳・離乳の支援ガイド」で

は、「生後９か月頃から、離乳食は 1日

3回にし、（中略）。離乳食とは別に母乳

は子どもの欲するままに、育児用ミル

クは 1 日 2 回程度与える。鉄の不足に

は十分注意する」と、9か月頃からの鉄

の不足への注意喚起が記載されている。 

しかしながら、母乳栄養児（乳汁全体

の 5％未満の人工乳を与えられている

児も含む）は生後６か月の時点で、ヘモ

グロビン濃度が低く、貧血を生じやす

いとの報告がある 18）。また、完全母乳

栄養を 6 か月以上続けると、鉄欠乏性

貧血のリスクが増加するとの報告もあ

る 19）。 

そのため、一部の母乳栄養児では、母

乳だけでは６か月の時点において、既

に鉄の必要量を満たせていない場合が

あるので、鉄欠乏性貧血の有無と程度

を観察し、必要に応じて乳児用調製粉
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乳などを用いて鉄の補給を考慮すべき

であるという文章の加筆が必要である

と思われる。 

そこで、離乳の進行の箇所に「離乳を

開始して１か月を過ぎた頃から、離乳

食は 1 日 2 回にしていく。（中略）。母

乳栄養児については、鉄欠乏性貧血を

予防するために、適切な時期に離乳食

を開始する。」と表記することが望まし

いと思われる。 

  根拠のレベル：②課題に関連する少

数の論文を根拠に作成 

 

  ５）「フォローアップミルク」について 

   「授乳・離乳の支援ガイド」では、フ

ォローアップミルクについて、「母乳ま

たは育児用ミルクの代替品ではない。

必要に応じて（離乳食が順調に進まず、

鉄の不足のリスクが高い場合など）使

用するのであれば、９か月以降とする。」

と説明されている。即ち、フォローアッ

プミルクは９か月から３歳頃まで利用

される、いわゆる「離乳期から幼児期用」

の調製粉乳としての位置付けである。 

世界に目を向けると、現行の CODEX

（食品の国際規格）規格名称におい

て、Follow-up Formula は、6～36 か

月を対象とした規格となっている。し

かしながら、2014 年第 36 回 CODEX 会

議において、「12 か月齢で栄養要求お

よび栄養補助の位置づけが大きく変わ

る」ことの合意がなされた 20）。ま

た、2017 年第 39 回 CODEX 会議におい

て、12 か月齢を区切った前後（セク

ション A：年長乳児、セクション B：

年少幼児）で大きく異なる規格内容が

議論された 21）。その会議では、6～12

か月を対象とした規格を Follow-Up 

Formula for Older Infants 規格、ま

た 1歳～３歳を対象とした規格を

Formulated drink for young 

children 規格、 もしくは、Young 

child formulated drink 規格とする

案が出された。 

 不足しがちな鉄の 1～２歳児の推奨

量は 4.5mg/日 22)であるが、これを通常

の食品で摂取するとすれば、例えば「ゆ

でほうれん草」500g（約 3束）、「干し

ひじき ステンレス釜 ゆで」1,500g

（小鉢約75杯、１杯20gとして計算）、

「干しひじき 鉄釜 ゆで」167g（小鉢

約８杯）23)となり、必要十分量の摂取量

は多く、現実的ではない。一方、調製粉

乳には鉄が含まれており、容易に摂取

できることから、調理素材として調製

粉乳を使用する等の工夫が推奨される。

調理素材としての利用であれば、母乳

育児をしている方であっても、調製粉

乳の利用への抵抗が少ないと思われる。    

   根拠のレベル：③各分野の専門家と

して、最新の知識を根拠に作成 

 

３．現行の「授乳・離乳の支援ガイド」

の参考と資料部分等の書き換え 

「授乳・離乳の支援ガイド」の＜参考

５＞ベビーフードの利用について、は

引用されているデータが古いので、新

しいデータと差し替えた。 

また、「ベビーフードを利用する時の

留意点」についても、「平成 27 年度乳

幼児栄養調査結果」24）によると、離乳

食を「作るのが負担、大変」の回答が
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33.5％と多いことから、べビーフード

は離乳食を手作りする際の参考になる

という記述を追加した。 

＜参考７＞発達段階に応じた子ども

の食事への配慮について、も引用され

ているデータを「平成 27年度乳幼児栄

養調査結果」24）に掲載されている新し

いものに全面的に差し替えた。 

資料４ 食事摂取基準(概要)につい

て、は引用されているデータを「日本人

の食事摂取基準(2015 年版)」22)に掲載

されている新しいものに全面的に差し

替えた。 

新たに作成した上記の原稿について

は、著者らの報告書の末尾に記載した

ので参照願いたい。 

根拠のレベル：③各分野の専門家と

して、最新の知識を根拠に作成 

 

Ｄ．考察 

１．昨年度の文献検索結果の再検討 

①妊娠・授乳中の食事制限はアレルギ

ーを予防するか昨年度の文献検索結果

を検討したが、変更はなかった。そこで、

現行の「授乳・離乳の支援ガイド」には

記載されていない、過剰な除去食によ

る健康障害のリスクについて、「妊娠・

授乳期に、母親が食物除去を行っても

食物アレルギー発症予防効果はない。

そればかりか、過剰な食物除去を行う

と、母児共に健康障害を引き起こす可

能性がある。」旨の記載が適切であると

考える。 

 

②離乳食の開始時期を早める／遅らせ

ることでアレルギー疾患を予防できる

か 

昨年度の文献検索結果を検討したが、

変更はなかった。そこで、離乳開始時期

は現行どおりの生後５，６か月頃で差

し支えないと考える。 

新たな「授乳・離乳の支援ガイド」へ

の記述としては、「生後４か月より前に

離乳を開始することは、食物アレルギ

ー発症リスクや肥満のリスクを上げる

ために推奨されない。離乳の開始時期

は、現在推奨されている生後５、６か月

頃とし、鶏卵など特定の食材を与える

時期は遅らせない。アレルギーが心配

な食材はごく少量（耳かき 1 杯程度）

を与えて様子を観て、翌日少し増量し

て与えるなど、慎重に量を増やしてい

く。ただし、アトピー性皮膚炎、湿疹の

ある児は、アレルギー発症のリスクが

高いので、医師の診断のもとに離乳を

進めていく」旨の記載が適切であると

考える。 

 

③食物アレルギーは児の発育・発達に

影響するか 

昨年度の文献検索結果を再検討した

が、変更はなかった。なお、新しい「授

乳・離乳の支援ガイド」が栄養を中心と

した内容であることを踏まえ、詳しい

説明は「保育所におけるアレルギー対

応ガイドライン」13）等の参照を促すこ

とが適切であると考える。 

新しい「授乳・離乳の支援ガイド」で

は、「食物アレルギーの除去食は、治療

の一つであり、アレルギー専門医の診

断のもとに行うものである。保護者や

育児担当者が、“心配だから”、“念のた
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めに”と特定の食物を除去することは

勧められない。」程度の簡潔な記載が適

切であると考える。 

 

④食物アレルギーとスキンケア（保湿）

の関係 

昨年度の文献検索結果を検討したが、

変更はなかった。なお、新しい「授乳・

離乳の支援ガイド」が栄養を中心とし

た内容であることを踏まえ、本内容に

ついては新しい「授乳・離乳の支援ガイ

ド」には記載せずに。詳しい説明は「保

育所におけるアレルギー対応ガイドラ

イン」13）等の参照を促すことが適切で

あると考える。 

 

⑤プロバイオティクスが湿疹の発症リ

スクを下げるか 

 昨年度の文献検索結果を再検討した

が、現時点では十分な科学的根拠が存

在しないので、新しい「授乳・離乳の

支援ガイド」には記載しないことが適

切であると考える。 

 

２．現行の「授乳・離乳の支援ガイド」

の加筆・修正が必要と思われる課題に

ついて 

１）鉄の摂取について 

現行の「授乳・離乳の支援ガイド」で

は、「生後９か月以降は、鉄が不足しや

すいので、赤身の魚や肉、レバーを取り

入れ、調理用に使用する牛乳・乳製品の

かわりに育児用ミルクを使用する等工

夫する。フォローアップミルクは、母乳

または育児用ミルクの代替品ではない。

必要に応じて（離乳食が順調に進まず、

鉄の不足のリスクが高い場合など）使

用するのであれば、９か月以降とする」

と９か月以降、鉄の不足への注意喚起

がなされている。しかしながら、母乳栄

養児においては、生後６か月の時点で

鉄欠乏性貧血のリスクが高いとの報告
18）19）もあることから、母乳栄養児は離

乳を適切な時期に開始することによる

鉄不足予防への配慮が必要である。 

そこで、生後６か月から鉄の不足へ

の注意喚起を行い、乳児用調製粉乳等

の料理素材としての利用を推奨する以

下のような記述が適切であると考える。 

「生後６か月以降、特に母乳栄養の

場合は、鉄が不足しやすいので、月齢に  

応じて赤身の魚や肉、レバー、卵、大豆、

貝類等を取り入れる。また、調理素材と

して月齢に応じて、乳児用調製粉乳や

幼児向け調製粉乳を使用する等工夫す

る。このとき母乳を減らしたり、やめた

りする必要はない。」これは現行よりも、

より明確な表現を用いて、乳児用調製

粉乳等の料理素材としての利用を推奨

する文章となっている。 

 

  Ｅ．結論 

新たな「授乳・離乳の支援ガイド」に

は、以下の事項について記述すること

が適切であると考える。 

・子どもがアレルギーを発症するまで

は、母親に抗原の回避を指導する必

要はない。 

・離乳開始時期は現行の５、６か月頃

で差し支えない。 

・離乳食には、乳児の成長に伴い、乳汁

だけでは不足してくるエネルギーや
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栄養素を補完する必要性もあること

を明記し、離乳が適切な時期に開始

できるように支援する。 

・食物アレルギー発症予防には、離乳

開始や特定の食物を与える時期を遅

らせないことが重要である。 

・鉄欠乏に配慮すると、遅くとも６か

月までに離乳食を開始する。特に母

乳栄養児の栄養指導は丁寧に行うこ

とが求められる。 
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＜参考 5＞ベビーフードの利用について 

ベビーフードに関する基本的情報 

ベビーフードの種類 

「ベビーフード」とは、乳児および幼児の発育に伴い、栄養補給を行うとともに、順次一

般食品に適応させることを目的として製造された食品をいう。 ベビーフードには、大きく

分けてウエットタイプ（レトルト食品や瓶詰め等の液状又は半固形状のもの）とドライタイ

プ（水や湯を加えて元の形状にして食べるタイプで、粉末状、顆粒状、フレーク状、固形状

等のもの）がある。 

 

ベビーフードの生産量・生産額の推移 

ベビーフードの生産量・生産額の推移 （上段：生産量（重量）（トン）  下段：生産額（千円）） 

     平成 17 年  平成 22 年  平成 27 年   

ウエットタイプ             

 レトルト食品 (トン） 6,771  8,667  9,223 
 

   (千円） 14,242,321  17,541,128  17,670,875 

 びん詰 (トン） 5,941  2,055  1,906   

   (千円） 6,724,732  2,857,933  3,173,789   

 ペットボトル (トン） 12,235  19,460  17,575 
 

   (千円） 4,560,368  6,395,765  5,366,258 

 紙容器 (トン） －  2,441  4,055 
 

   (千円） －  1,784,159  2,823,944 

ドライタイプ (トン） 826  578  402  

   (千円） 8,748,742  6,511,548  4,298,377 

            

増加傾向   減少傾向 

 

（日本ベビーフード協議会作成） 

 

ベビーフードの品質 －薄味と固さへの配慮－ 

（１） ナトリウム含量は、乳児用食品は 100g 当り 200㎎以下、幼児用食品では 100g

当り 300 ㎎以下である。 

（２） 食べる時の物性は以下のいずれかの状態 

① 均一の液状 

② なめらかにすりつぶした状態 
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③ 舌でつぶせる固さ 

④ 歯ぐきでつぶせる固さ 

⑤ 歯ぐきでかめる固さ  

 

ベビーフードの賞味期間 

容器包装製造形態 賞味期限（上限） 

ウエットタイプ 

ベビーフード 

瓶詰 2 年 6 か月 

合成樹脂製ラミネート容器 1 年 6 か月 

ドライタイプベビーフード 1 年 6 か月 

（以上の資料：日本ベビーフード協議会 ベビーフード自主規格第Ⅴ版より） 

 

離乳食について保護者の意識 

 約 75％の保護者は、離乳食について困ったことがあった。 

保護者の３人に１人は、離乳食を「作るのが負担、大変」と回答していた。 

 

（資料：厚生労働省「平成２７年度乳幼児栄養調査」） 

 

ベビーフードを利用する時の留意点 

◆ 子どもの月齢や固さのあったものを選び、与える前には一口食べて確認を。  

子どもに与える前に一口食べてみて、味や固さを確認するとともに、温めて与える場合 

には熱すぎないように温度を確かめる。子どもの食べ方をみて、固さ等が適切かを確認。 

◆ 離乳食を手づくりする際の参考に。 
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 ベビーフードの食材の大きさ、固さ、とろみ、味付け等が、離乳食を手づくりする

際の参考になる。  

◆ 用途にあわせて上手に選択を。  

そのまま主食やおかずとして与えられるもの、調理しにくい素材を下ごしらえし

たもの、家庭で準備した食材を味つけするための調味ソースなど、用途にあわせ

て種類も多様。外出や旅行のとき、時間のないとき、メニューを一品増やす、メニ

ューに変化をつけるときなど、用途に応じて選択する。不足しがちな鉄分の補給

源として、レバーなどを取り入れた製品の利用も可能。  

◆ 料理名や原材料が偏らないように。 

 離乳食が進み、２回食になったら、ごはんやめん類などの「主食」、野菜を使った「副

菜」と果物、たんぱく質性食品の入った「主菜」が揃う食事内容にする。料理名や原材料

を確認して、穀類を主とした製品を使う場合には、野菜やたんぱく質性食品の入ったおか

ずや、果物を添えるなどの工夫を。  

◆ 開封後の保存には注意して。 

食べ残しや作りおきは与えない。 乾燥品は、開封後の吸湿性が高いため使い切りタイ

プの小袋になっているものが多い。 瓶詰やレトルト製品は、開封後はすぐに与える。与

える前に別の器に移して冷凍又は冷蔵で保存することもできる。表示（注意事項）をよく

読んで適切な使用を。衛生面の観点から、食べ残しや作りおきは与えない。 
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＜参考７＞子どもの食事への配慮について 

子どもの食事の困りごとへの対応（図１） 

現在子どもの食事について困っていることが「特にない」と回答した保護者の割合は、最

も高い５歳以上でも、22.5％であり、約８割の保護者が子どもの食事について困っているこ

とがあった。２歳～３歳未満では「遊び食べをする」、３歳～４歳未満、４歳～５歳未満、

５歳以上では「食べるのに時間がかかる」と回答した保護者の割合が最も高かった。 

食事の困りごとについて、それぞれの解決策を示すことは重要である。それとともに、こ

れらの困りごと、全てに共通する解決策のひとつが、食事時間が空腹で迎えられるようにす

ることである。そこで、生活リズムを整えることにも配慮が必要である。 

 

図１ 現在子どもの食事で困っていること 

 

※選択肢のうち、総数で割合の高かった上位６つを抜粋 

資料：厚生労働省「平成 27 年度乳幼児栄養調査」 

 

子どもと保護者の朝食習慣（図２） 

保護者が朝食を「ほとんど食べない」「全く食べない」と回答した場合は、朝食を必ず

食べる子どもの割合がそれぞれ 78.9％、79.5％と８割を下回っていた。 

この結果からは、保護者の朝食欠食予防が、子どもの朝食欠食率の低下に有効であるこ

とが推察される。そこで、子どもの食生活改善には、子どもへの食育のみならず、保護者

の行動変容を促す食育を提供する視点をもつこと、ならびに保護者と子どもを一体的に

とらえて支援していくことが重要である。 
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図２ 保護者の朝食習慣別 朝食を必ず食べる子どもの割合 

 
 

資料：厚生労働省「平成 27 年度乳幼児栄養調査」 
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食事摂取基準 2015 
◆食事摂取基準とは、 

食事摂取基準は、健康な個人並びに集団を対象として、国民の健康の保持・増進、生活 習慣病の
予防のために参照するエネルギー及び栄養素の摂取量の基準を示すものである。 

使用期間は、平成 27（2015）年度から平成 31（2019）年度の５年間である。 
 
１）指標 
◇エネルギーの指標 

 乳児及び小児のエネルギー摂取量の過不足のアセスメントには、成長曲線（身体発育曲線）を
用いる。体重や身長を計測し、成長曲線（身体発育曲線）のカーブに沿っているか、体重増加が見
られず成長曲線から大きく外れていっていないか、成長曲線から大きく外れるような体重増加がない
かなど、成長の経過を縦断的に観察する。 
 

◇栄養素 
 栄養素の指標は、三つの目的からなる五つの指標で構成する。具体的には、摂取不足の回避

を目的とする 3 種類の指標、過剰摂取による健康障害の回避を目的とする指標、及び生活習慣病
の予防を目的とする指標から構成する。   

●摂取不足の回避を目的 
・推定平均必要量 

ある対象集団において測定された必要量の分布に基づき、母集団における必要量の平均値
の推定値を示すもの。つまり、当該集団に属する 50％ の人が必要量を満たす（同時に、50％ 
の人が必要量を満たさない）と推定される摂取量として定義される。 

・推奨量 

ある対象集団において測定された必要量の 分布に基づき、母集団に属するほとんどの

人（97∼98％）が充足している量。推奨量は、推定平均必要量が与え られる栄養素に対

して設定され、推定平均必要量を用いて算出される。 

・目安量 
特定の集団における、ある一定の栄養状態を維持するのに十分な量であり、目安量以

上を摂取している場合は不足のリスクはほとんどない。 
●過剰摂取による健康障害の回避を目的 

 ・耐容上限量 
健康障害をもたらすリスクがないとみなされる習慣的な摂取量の上限を与える量。

これを超えて摂取すると、過剰摂取によって生じる潜在的な健康障害のリスクが高ま
ると考える。 

●生活習慣病の予防を目的として 
・目標量 

生活習慣病の予防を目的として、特定の集団において、その疾患のリスクや、その
代理指標となる生体指標の値が低くなると考えられる栄養状態が達成できる量とし
て算定し、現在の日本人が当面の目標とすべき摂取量。 
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2）設定指標 
 
図 1 健康増進法に基づき定める食事摂取基準 

 

 

 
 
 

  

2 国民がその健康の保持増進を図る上で摂取することが望ましい次に掲げる栄養素の量に関する

事項 

イ 国民の栄養摂取の状況からみてその欠乏が国民の健康の保持増進に影響を与えているものと

して厚生労働省令で定める栄養素 

・たんぱく質 

・n─6 系脂肪酸、n─3 系脂肪酸 

・炭水化物、食物繊維 

・ビタミン A、ビタミン D、ビタミン E、ビタミン K、ビタミン B1、ビタミン B2、ナイアシ

ン、ビタミン B6、ビタミン B12、葉酸、パントテン酸、ビオチン、ビタミン C 

・カリウム、カルシウム、マグネシウム、リン、鉄、亜鉛、銅、マンガン、ヨウ素、セレン、ク

ロム、モリブデン 

ロ 国民の栄養摂取の状況からみてその過剰な摂取が国民の健康の保持増進に影響を与えている

ものとして厚生労働省令で定める栄養素 

・脂質、飽和脂肪酸、コレステロール 

・糖類（単糖類又は二糖類であって、糖アルコールでないものに限る。） 

・ナトリウム 

1 国民がその健康の保持増進を図る上で摂取することが望ましい熱量に関する事項 
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参考表 推定エネルギー必要量 (kcal/日) 

 
 
たんぱく質 
たんぱく質の食事摂取基準 

（推定平均必要量、推奨量、目安量：g/日、目標量（中央値）：％エネルギー） 
性別 男性 女性 

年齢等 
推定平均
必要量 

推奨量 目安量 
目標量 1 

（中央値）2 
推定平均
必要量 

推奨量 目安量 
目標量 1 

（中央値）2 

０～５（月）＊ ― ― 10 ― ― ― 10  
６～８（月）＊ ― ― 15 ― ― ― 15  

９～11（月）＊ ― ― 25 ― ― ― 25  

１～２（歳） 15 20  
13～20 
（16.5） 

15 20  
13～20 
（16.5） 

＊乳児の目安量は、母乳栄養児の値である。 
1 範囲については、おおむねの値を示したものである。 
2 中央値は、範囲の中央値を示したものであり、最も望ましい値を示すものではない。 

 
 
脂質  
脂質の食事摂取基準 （脂質の総エネルギーに占める割合（脂肪エネルギー比率）：％エネルギー） 

性別 男性 女性 

年齢等 目安量 
目標量 1 

（中央値）2 
目安量 

目標量 1 
（中央値）2 

０～５（月） 50 ― 50 ― 

6～11（月） 40 ― 40 ― 

１～２（歳） ― 20～30（25）  20～30（25） 
1 範囲については、おおむねの値を示したものである。 
2 中央値は、範囲の中央値を示したものであり、最も望ましい値を示すものではない。 
 

n-6 系脂肪酸の食事摂取基準（g/日）  
性別 男性 女性 

年齢等 目安量 目安量 
０～５（月） 4 4 
６～11（月） 4 4 
１～２（歳） 5 5 

 
n-3 系脂肪酸の食事摂取基準（g/日）  

性別 男性 女性 
年齢等 目安量 目安量 

０～５（月） 0.9 0.9 

６～11（月） 0.8 0.8 

１～２（歳） 0.7 0.8 

 
 

性別 男性 女性 

０～５（月） 550 500 

６～８（月） 650 600 

９～11（月） 700 650 

１～２（歳） 950 900 
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炭水化物の食事摂取基準（％エネルギー）  

性別 男性 女性 

年齢等 
目標量 

（中央値） 
目標量 

（中央値） 
０～５（月） ― ― 
６～11（月） ― ― 
１～２（歳） 50～65（57.5）  50～65（57.5）  

 
 
脂溶性ビタミン 
ビタミンＡの 食事摂取基準（㎍ RAE/日） 

性別 男性 女性 

年齢等 
推定平均
必要量 

推奨量 目安量 
耐容上限

量 
推定平均
必要量 

推奨量 目安量 
耐容上限

量 
０～５（月） ― ― 300 600 ― ― 300 600 

６～11（月） ― ― 400 600 ― ― 400 600 

１～２（歳） 300 400 ― 600 250 350  600 

1 レチノール活性当量（µgRAE） ＝レチノール（µg）＋β－カロテン（µg）×1/12＋α－カロテン（µg）×1/24  
＋β－クリプトキサンチン（µg）×1/24＋その他のプロビタミン A カロテノイド（µg）×1/24 

2 プロビタミン A カロテノイドを含む。  
3 プロビタミン A カロテノイドを含まない。 
 
ビタミンＤの 食事摂取基準（㎍/日）  

性別 男性 女性 
年齢等 目安量 耐容上限量 目安量 耐容上限量 

０～５（月） 5.0 25 5.0 25 

6～11（月） 5.0 25 5.0 25 

１～２（歳） 2.0 20 2.0 20 

 
ビタミンＥの食事摂取基準（mg/日） 

性別 男性 女性 
年齢等 目安量 耐容上限量 目安量 耐容上限量 

０～５（月） 3.0 ― 3.0 ― 

6～11（月） 4.0 ― 4.0 ― 

１～２（歳） 3.5 150 3.5 150 
1 α―トコフェロールについて算定した。α―トコフェロール以外のビタミン E は含んでいない。 
 
ビタミンＫの 食事摂取基準（㎍/日） 

性別 男性 女性 
年齢等 目安量 目安量 

０～５（月） 4 4 

６～11（月） 7 7 

１～２（歳） 60 60 

 
 
 
 
 
 
 
 



H29 年度厚生労働科学研究費補助金 妊産婦及び乳幼児の栄養管理の支援のあり方に関する研究 
 
 

水溶性ビタミン 
ビタミンＢ１の食事摂取基準（mg/日）1 

性別 男性 女性 

年齢等 
推定平均必要

量 
推奨量 目安量 

推定平均必要
量 

推奨量 目安量 

０～５（月） ― ― 0.1 ― ― 0.1 

６～11（月） ― ― 0.2 ― ― 0.2 

１～２（歳） 0.4 0.5 ― 0.4 0.5 ― 

 
ビタミンＢ２の食事摂取基準（mg/日）1 

性別 男性 女性 

年齢等 
推定平均必要

量 
推奨量 目安量 

推定平均必要
量 

推奨量 目安量 

０～５（月） ― ― 0.3 ― ― 0.3 

６～11（月） ― ― 0.4 ― ― 0.4 

１～２（歳） 0.5 0.6 ― 0.5 0.6 ― 

 
ナイアシンの食事摂取基準（mgNE/日）1 

性別 男性 女性 

年齢等 
推定平均
必要量 

推奨量 目安量 
耐容上限

量 
推定平均
必要量 

推奨量 目安量 
耐容上限

量 
０～５（月） ― ― 2 ― ― ― 2 ― 

６～11（月） ― ― 3 ― ― ― 3 ― 

１～２（歳） 5 5 ― 60(15) 4 5  60(15) 

NE＝ナイアシン当量＝ナイアシン＋1/60 トリプトファン。  
1 身体活動レベルⅡの推定エネルギー必要量を用いて算定した。  
2 ニコチンアミドの mg 量、（ ）内はニコチン酸の mg 量。参照体重を用いて算定した。  
3 単位は mg/日。 
 
ビタミンＢ６の食事摂取基準（mg/日）1 

性別 男性 女性 

年齢等 
推定平均
必要量 

推奨量 目安量 
耐容上限

量 
推定平均
必要量 

推奨量 目安量 
耐容上限

量 
０～５（月） ― ― 0.2 ― ― ― 0.2 ― 

６～11（月） ― ― 0.3 ― ― ― 0.3 ― 

１～２（歳） 0.4 0.5 ― 10 0.4 0.5  10 

1 たんぱく質食事摂取基準の推奨量を用いて算定した（妊婦・授乳婦の付加量は除く）。  
2 食事性ビタミン B6 の量ではなく、ピリドキシンとしての量である。 
 
ビタミンＢ12の食事摂取基準（㎍/日） 

性別 男性 女性 

年齢等 
推定平均必要

量 
推奨量 目安量 

推定平均必要
量 

推奨量 目安量 

０～５（月） ― ― 0.4 ― ― 0.4 

６～11（月） ― ― 0.5 ― ― 0.5 

１～２（歳） 0.7 0.9 ― 0.7 0.9 ― 
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葉酸の食事摂取基準（㎍/日）1 
性別 男性 女性 

年齢等 
推定平均
必要量 

推奨量 目安量 
耐容上限

量 
推定平均
必要量 

推奨量 目安量 
耐容上限

量 
０～５（月） ― ― 40 ― ― ― 40 ― 

６～11（月） ― ― 60 ― ― ― 60 ― 

１～２（歳） 70 90 ― 200 70 90  200 

1 妊娠を計画している女性、または、妊娠の可能性がある女性は、神経管閉鎖障害のリスクの 低減のため
に、付加的に 400µg/日のプテロイルモノグルタミン酸の摂取が望まれる。  
2 サプリメントや強化食品に含まれるプテロイルモノグルタミン酸の量。 

 

パントテン酸の食事摂取基準（mg/日） 
性別 男性 女性 

年齢等 目安量 目安量 
０～５（月） 4 4 

６～11（月） 3 3 

１～２（歳） 3 3 

 
ビオチンの食事摂取基準（㎍/日） 

性別 男性 女性 
年齢等 目安量 目安量 

０～５（月） 4 4 

６～11（月） 10 10 

１～２（歳） 20 20 

 
ビタミンＣの食事摂取基準（mg/日） 

性別 男性 女性 

年齢等 
推定平均必要

量 
推奨量 目安量 

推定平均必要
量 

推奨量 目安量 

０～５（月） ― ― 40 ― ― 40 

６～11（月） ― ― 40 ― ― 40 

１～２（歳） 30 35 ― 30 35 ― 

特記事項：推定平均必要量は、壊血病の回避ではなく、心臓血管系の疾病予防効果並びに抗 酸化作用効果
から算定。 
 
 
 
 
 
多量ミネラル 
ナトリウムの食事摂取基準（mg/日、（ ）は食塩相当量[g/日]） 

性別 男性 女性 

年齢等 
推定平均必要

量 
推奨量 目安量 

推定平均必要
量 

推奨量 目安量 

０～５（月） ― 100(0.3) ― ― 100(0.3) ― 

６～11（月） ― 600(1.5) ― ― 600(1.5) ― 

１～２（歳） ― ― （3.0 未満） ― ― 
（3.0 未

満） 
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カリウムの食事摂取基準（mg/日） 
性別 男性 女性 

年齢等 目安量 目安量 
０～５（月） 400 400 

６～11（月） 700 700 

１～２（歳） 900 800 

 
カルシウムの食事摂取基準（mg/日） 

性別 男性 女性 

年齢等 
推定平均必要

量 
推奨量 目安量 

推定平均必要
量 

推奨量 目安量 

０～５（月） ― ― 200 ― ― 200 

６～11（月） ― ― 250 ― ― 250 

１～２（歳） 350 450 ― 350 400 ― 

 

マグネシウムの食事摂取基準（mg/日） 

性別 男性 女性 

年齢等 
推定平均必要

量 
推奨量 目安量 

推定平均必要
量 

推奨量 目安量 

０～５（月） ― ― 20 ― ― 20 

６～11（月） ― ― 60 ― ― 60 

１～２（歳） 60 70 ― 60 70 ― 

1 通常の食品以外からの摂取量の耐容上限量は成人の場合 350mg/日、小児では 5mg/kg 体重/日 
とする。それ以外の通常の食品からの摂取の場合、耐容上限量は設定しない。 
 
リンの食事摂取基準（mg/日） 

性別 男性 女性 
年齢等 目安量 目安量 

０～５（月） 120 120 

６～11（月） 260 260 

１～２（歳） 500 500 

 
 
微量ミネラル  
鉄の食事摂取基準（mg/日） 1 

性別 男性 女性 

年齢等 
推定平均
必要量 

推奨量 目安量 
耐容上限

量 
推定平均
必要量 

推奨量 目安量 
耐容上限

量 
０～５（月） ― ― 0.5 ― ― ― 0.5 ― 

６～11（月） 3.5 5.0 ― ― 3.5 4.5 ― ― 

１～２（歳） 3.0 4.5 ― 25 3.0 4.5  20 

 
亜鉛の食事摂取基準（mg/日） 

性別 男性 女性 

年齢等 
推定平均
必要量 

推奨量 目安量 
耐容上限

量 
推定平均
必要量 

推奨量 目安量 
耐容上限

量 
０～５（月） ― ― 2 ― ― ― 2 ― 

６～11（月） ― ― 3 ― ― ― 3 ― 

１～２（歳） 3 3 ― 25 3 3  20 
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銅の食事摂取基準（mg/日） 
性別 男性 女性 

年齢等 
推定平均必要

量 
推奨量 目安量 

推定平均必要
量 

推奨量 目安量 

０～５（月） ― ― 0.3 ― ― 0.3 

６～11（月） ― ― 0.3 ― ― 0.3 

１～２（歳） 0.2 0.3 ― 0.2 0.3 ― 

 
マンガンの食事摂取基準（mg/日） 

性別 男性 女性 
年齢等 目安量 目安量 

０～５（月） 0.01 0.01 

６～11（月） 0.5 0.5 

１～２（歳） 1.5 1.5 

 

ヨウ素の食事摂取基準（㎍/日） 
性別 男性 女性 

年齢等 
推定平均
必要量 

推奨量 目安量 
耐容上限

量 
推定平均
必要量 

推奨量 目安量 
耐容上限

量 
０～５（月） ― ― 100 250 ― ― 100 250 

６～11（月） ― ― 130 250 ― ― 130 250 

１～２（歳） 30 50 ― 250 30 50 ― 250 

 
セレンの食事摂取基準（㎍/日） 

性別 男性 女性 

年齢等 
推定平均
必要量 

推奨量 目安量 
耐容上限

量 
推定平均
必要量 

推奨量 目安量 
耐容上限

量 
０～５（月） ― ― 15 ― ― ― 15 ― 

６～11（月） ― ― 15 ― ― ― 15 ― 

１～２（歳） 10 10 ― 80 10 10 ― 70 

 
クロムの食事摂取基準（㎍/日） 

性別 男性 女性 
年齢等 目安量 目安量 

０～５（月） 0.8 0.8 

６～11（月） 1.0 1.0 

１～２（歳） ― ― 

 
モリブデンの食事摂取基準（㎍/日） 

性別 男性 女性 
年齢等 目安量 目安量 

０～５（月） 2 2 

６～11（月） 10 10 

１～２（歳） ― ― 
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厚生労働科学研究費補助金（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 
分担研究報告書 

 
       妊産婦及び乳幼児の栄養管理の支援のあり方に関する研究 

 
分担研究テーマ：「授乳・離乳の支援ガイド」活用に資する 

     栄養チェックシートの検討 
 

研究協力者 三橋扶佐子 日本歯科大学生命歯学部共同利用研究センター 助教 
分担研究者 堤ちはる 相模女子大学栄養科学部健康栄養学科 教授 

 

 

研究要旨 

 乳幼児期の授乳・離乳の支援について、現在は平成 19 年に厚生労働省から公表
された「授乳・離乳の支援ガイド」に基づき、市区町村の保健センター、病院、
保育所、子育て支援センターなどで広く実施されている。しかし、乳幼児とその
保護者を取り巻く食環境、保護者の食に対する意識の変化などから指導する側の
経験やスキルが問われる状況も増えてきている。 
そこで、「授乳・離乳の支援ガイド」をより活用できるように、乳幼児の栄養の

状況と問題をスクリーニングできるチェックシートを「授乳・離乳期」と「離乳
完了期」の２つに分けて試作した(図１、２)。シートの有用性を向上させるため、
保健師、栄養士等に本シートの評価を依頼した。回答者は、母子衛生研究会の健
康相談室に勤務する保健師・助産師 (以下母子研究会) 107 名と行政の母子保健担
当者(以下行政)60 名である。 
母子研究会の回答者は、保健師 45.8％、助産師 50.5％であった。行政は、保健

師 38.9％、助産師 34.7％、管理栄養士 21.6％であった。本シートが「活用できる」
は母子研究会で 43.9％、行政で 41.7％、「改善すれば活用できる」は母子研究会 
46.7％、行政で 53.3％と活用の可能性が高いことが示された。本シートの活用場
所は、「栄養相談」が母子研究会で 88.8％、行政で 76.7％、「乳幼児健診」が母子
研究会で 51.4％、行政で 40.0％、「その他」が母子研究会で 14.0％、行政で 21.7％
であった。 
シートに関しては、項目、文字の大きさ、記入スペースの問題など改善すべき

点が多く指摘された。使用状況が限定されていないので、回答者の想定により回
答された意見が相反することもあったが、ほとんどの回答者が栄養相談や乳幼児
健診で有用であるという意見であった。今後、シートのブラッシュアップを行い、
チェックした項目を指導に生かすための解説を作成する必要があると考える。 
保健師、栄養士等の中には、口腔機能に関してどのように対応したらよいのか

わからない者も多く、専門職につなぐ必要がある場合にその問題を抽出できない
可能性があることも考えられる。今後、乳幼児の口腔機能の発達等に関する教育、
解説を行う必要性が示唆される。 

 

Ａ．研究目的 

乳幼児期の授乳・離乳の支援につい

て、平成 19 年に厚生労働省から公表さ

れた「授乳・離乳の支援ガイド」に基

づき、市区町村の保健センター、病院、

保育所、子育て支援センターなどで広

く実施されている。しかし、乳幼児と

その保護者を取り巻く食環境、保護者

の食に対する意識の変化などから指導

したり支援する側の経験やスキルが問
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われる状況も増えてきている。 

そこで、本研究において「授乳、・

離乳の支援ガイド」に則った「栄養チ

ェックシート」を試作した。実際の相

談現場においての使いやすさを検討す

るため、保健師、栄養士等にシートの

評価を依頼した。これらの意見をまと

め、授乳・離乳の支援の質を担保する

ことを目的としている。 

 

Ｂ．研究方法 

１．調査対象、方法および調査項目 

公益財団法人 母子衛生研究会の健

康相談室で相談にあたっている保健

師・助産師(以下母子研究会)107 名な

らびに市区町村の母子保健担当者(以

下行政)60 名にシートを送付し、使用

上の問題点や改善点などの評価を依頼

した。 

倫理面の配慮については、本研究は

チェックシートの検討であり、個人情

報は扱っていない。 

 

Ｃ．研究結果 

母子研究会の回答者は、保健師

45.8％、助産師 50.5％であった。行政

は、保健師 38.9％、助産師 34.7％、管

理栄養士 21.6％であった(表 1)。本シ

ートが「活用できる」は母子研究会で

43.9％、行政で 41.7％、「改善すれば

活用できる」は母子研究会 46.7％、

行政で53.3％と有用性が高いことが示

された(表 2)。本シートの活用場所は、

「栄養相談」が母子研究会で 88.8％、

行政で 76.7％、「乳幼児健診」が母子

研究会で 51.4％、行政で 40.0％、「そ

の他」が母子研究会で 14.0％、行政で

21.7％であった(表 3)。栄養相談での

有用性は高いという評価であった。 

 

1.シートの評価 

シートに対する意見は、表４-１～６

にまとめた。 

1)シート全体について(表４－１) 

シート全体について以下のような意

見があった。 

 2 種類のシートの選択が難しい 

 区分を年齢によって分けた方が良

い 

 時間を記入する欄は、数直線の形

が記入しやすい 

 自由記述欄が多い方が良い 

 選択肢で選ぶ方が時間が短くなる 

 カウプ指数の欄が欲しい 

 相談者に記入してもらう方式でも

よいか 

 2 種類のシートで共通の項目は同

じ位置に配置して欲しい 

 

２)授乳・離乳期シートについて(表４

－２) 

 年齢欄の単位を日齢・月齢の両方

が欲しい 

 体重欄の単位を“kg”から“g”変

えて欲しい 

 家族欄に日中の養育者や家族構成

がわかるとよい 

 乳汁欄に人工乳の量と回数が必要 

 食事中の養育者の精神状態も把握

したい 

 離乳食の時期を記入した方がよい 

 離乳食に関する記入が書きにくい 
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 記入欄が小さい 

 水分補給を乳汁以外のとした方が

わかりやすい 

 水分の種類も記入したい 

 

３)授乳・離乳期シートについて(表４

－３) 

 食具欄の「てづかみ」の項目に「手

のひら」「指」の選択ができると

よい 

 コップや茶碗の大きさが書けると

よい 

 その他の欄がほしい 

 食事の時の姿勢で「足がぶらぶら

していないか」を記入したい 

 食事の時の環境に「テレビ、ビデ

オをつける」など選択肢があると

よい 

 

４) 口腔機能について(表４－４) 

「口腔機能は重要だと思う」とい

う意見もあったが、歯科医師や歯

科衛生士などの専門職に任せ、こ

のシートから口腔機能に関する記

入欄を削除し、他の記入欄を大き

くしてほしいという意見も１０件

以上あった。 

 哺乳反射について、保護者に説明

しにくい 

 質問内容が保護者に理解できない、

または思い出せないと思う 

 咀嚼・嚥下の記入欄が「良い」と

思われる回答が左側にあると視覚

的に評価しやすい 

 「食べこぼし・・・」に関しては

わかりにくい、「こぼす」という

のは口が開いているからこぼすと

いうことなのか 

 詳しいガイドが無いと基準が良く

わからない 

 どういうことにつながるのか、ど

う説明するのか、などの解説があ

るとよい。 

 「よだれ」の項目を追加してはど

うか。よだれの量が多いか少ない

かを聞くのはどうか。 

 歯列に関して、虫歯の記入もして

はどうか 

 過敏というのは、どこを「触れら

れる」のかがわからない 

 顔や口周りなのか、身体全体なの

か 

５)離乳完了期シートについて(表４－

５) 

 間食について、回数・時間、内容

で記入欄が 2箇所あるので、一つ

でよいのではないか 

 甘い飲み物に関して種類と量の

両方が記入できると良い 

 卒乳に関して追加し、卒乳してい

るかどうかを記入してはどうか 

 

６) 使用法について(表４－６) 

 対面での使用は慣れないと、記入

にとらわれてしまって相手に聞い

てないと思われる心配がある 

 記入しなくても項目を見るだけで

も聞き漏らしが減り、有効なシー

トになるように思える 

 個別対応には良いが、記入時間が

かかりすぎるもう少し修正が必要 
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Ｄ．考察 

栄養チェックシートは、栄養相談の

現場で有用性の高いツールであること

が、今回の調査によって明らかになっ

た。「授乳、・離乳の支援ガイド」の内

容も幅広く、乳幼児と保護者をとりま

く環境も多様化している。より良い支

援を行うためには、相談者の情報をよ

り多く得ることが必要である。利用し

やすさを考えると、１枚のシートに収

めるように作成することが重要である

が、必要とする項目が多く、さらに自

由記入欄の設置希望も多い。今回の調

査結果では、シートの使用方法を明確

に示していなかったため、回答者の使

用想定範囲が広くなってしまった。相

談時に聞き漏らし防止のメモをとるよ

うに簡単に記入できるものと、リスク

を明らかにするスクリーニングのため

のもののどちらに重きを置くのかをは

っきりさせなければならない。 

さらに、多くの項目を記入できるよ

うにしたため、文字の大きさや記入ス

ペースに余裕がなかったことが記入者

に負担をかけることになった。 

すでにこのようなチェックシート

を導入している行政もあったが、まだ

導入していない相談室等では、経験の

少ない保健師、栄養士等には大変役に

立つとの意見が寄せられた。 

記入のために、使用の手引きのよう

な解説を別に作成する必要もあると感

じた。 

また、口腔機能に関して「重要であ

る」という意見もあったが、それより

も多く「歯科医師・歯科衛生士などの

専門職種に任せた方がよい」という意

見があった。「授乳、・離乳の支援ガイ

ド」に口腔機能に関する項目が採用さ

れたにもかかわらず、健康・栄養相談

において口腔機能が軽んじられている

現状が見て取れた。今後、食生活の支

援には、口腔発達、咀嚼・嚥下等の乳

幼児の機能面が直結していることを支

援者が意識することが重要である。ま

た、口腔機能等について自ら学ぶこと

が難しい場合もあることが推察される

ので、それらに対する教育や解説等の

機会を提供することが必要であると考

える。 

 

Ｅ．結論 

栄養チェックシートは、栄養相談の

現場で有用性の高いツールであること

が、今回の調査によって明らかになっ

た。しかしながら、１枚の用紙に記入

する内容が多く、項目の選択、文字の

大きさ、記入スペースの問題等の課題

は数多い。この点に関しては、今後改

善の必要がある。 

さらに、チェックした項目を指導や

支援にどのように生かすのかを解説し

た手引きも必要であることが明らかに

された。 

また、保健師、栄養士等の中には、

口腔機能に関してどのように対応した

らよいのかわからない者も多く、専門

職につなぐ必要がある場合にその問題

を抽出できない可能性があることも考

えられる。そこで今後、乳幼児の口腔

機能の発達に関する教育、解説を行う

必要性が示唆される。 
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図１－１ 栄養チェックシート(授乳・離乳期)1 

 



H29 年度厚生労働科学研究費補助金 妊産婦及び乳幼児の栄養管理の支援のあり方に関する研究 
 
 

図１－2 栄養チェックシート(授乳・離乳期)2 

 

 



H29 年度厚生労働科学研究費補助金 妊産婦及び乳幼児の栄養管理の支援のあり方に関する研究 
 
 

図２－１ 栄養チェックシート(離乳完了後)1 
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図２-２ 栄養チェックシート(離乳完了後)２ 
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表 1 アンケート回答者の職種 
 

   母子研究会  行政  合計   

   (人) （%)  (人) （%)  (人) （%)   

 
保健師 49  45.8  

 
16  26.7  

 
65 38.9  

 

 
助産師 54  50.5  

 
4  6.7  

 
58 34.7  

 

 
管理栄養士 2  1.9  

 
34  56.7  

 
36 21.6  

 

 
栄養士 0  0.0  

 
4  6.7  

 
4 2.4  

 

 
保健師・助産師 1  0.9  

 
0  0.0  

 
1 0.6  

 

 
保健師・管理栄養士 0  0.0  

 
1  1.7  

 
1 0.6  

 

 
その他 0  0.0  

 
1  1.7  

 
1 0.6  

 
 不明 1  0.9   0  0.0   1 0.6    

           
表 2 「栄養チェックシート」（試案）は活用できるか？ 

 
   母子研究会  行政  合計   

   (人) （%)  (人) （%)  (人) （%)   

 
活用できる 47  43.9  

 
25  41.7  

 
72 43.1  

 

 
改善すれば活用できる 50  46.7  

 
32  53.3  

 
82 49.1  

 

 
活用できない 3  2.8  

 
3  5.0  

 
6 3.6  

 
  未回答 7  6.5    0  0.0    7 4.2    

           
表 3 「栄養チェックシート」（試案）の活用場所は 

 
   母子研究会  行政  合計   

   (人) （%)  (人) （%)  (人) （%)   

 
栄養相談 95  88.8  

 
46  76.7  

 
141 84.4  

 

 
乳幼児健診 55  51.4  

 
24  40.0  

 
79 47.3  

 

 
その他 15  14.0  

 
13  21.7  

 
28 16.8  

 
  未回答 3  2.8   2  3.3    5 3.0    
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表４ シートに対するコメント 
４－１ シート全体に対して 
 
 ２種類のシートの使い分けが難しい 

1. 離乳の終了時期が違うので、年齢で分けてはどうか 
2. 最初に離乳が終了しているかどうかで選ぶ方法はどうか 

 1日のスケジュール欄 
1. 以下のような時間軸で記入したい（もっとも多かった意見） 

 
 自由記述欄が多いほうがよい 
 なるべく選択肢にしたほうが記入時間が短くなる 
 カウプ指数の記入欄があるとよい 
 相談者に記入してもらう欄をまとめた方がよい 

1. どこまでを相談者に記入してもらうか 
 アレルギー 

1. 各シートとも同じところにまとめた方がよい 
 
 
 
４－２ 授乳・離乳期シートについて 
 
 年齢欄 

1. 日齢もあるとよい 
 体重欄 

1. “Kg”ではなく“g”表示の方が書きやすい 
2. 出生時体重もあると良い 

 家族欄等 
1. 日中の養育者、保育園などの記入があるとよい 
2. 家族構成などがわかる良い 
 兄弟関係（第何子など）、祖父母同居など 

 乳汁 
1. 人工乳の量と回数 
2. 時刻も必要か？ 

 食事の時の養育者の機嫌 
1. 養育者の精神状態も把握したい 

 離乳食 
1. 時期を記入したほうが良い 

 選択肢で記入したい（ごっくん期、もぐもぐ期など） 
2. 量、形態、内容が書きにくい 
3. 離乳食の時刻 1回目（  ）、2回目（   ）・・・ 
4. 記入欄が小さい 

 水分補給 
1. 乳汁以外の水分量としたほうがわかりやすい 
2. 種類も記入してはどうか 
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４－３ 授乳・離乳期・離乳食完了期ともに 
 
 食具 

1. 「てづかみ」の欄に「手のひら」「指」の選択ができるとよい 
2. コップや茶碗の大きさが書けるとよい 
3. その他の欄がほしい 

 食事の時の姿勢 
1. 足がぶらぶらしていないか 

 食事の時の環境 
1. 「テレビ、ビデオをつける」など選択肢があるとよい 

 
 
 
４－４ 口腔機能 

 
口腔機能は重要だと思う 
歯科医師・歯科衛生士に任せて、このシートから削除し他の記入欄を大きくしてほしい 
 哺乳反射 

1. 保護者に説明しにくい 
2. 保護者が理解できない、または思い出せないと思う 

 咀嚼・嚥下 
1. 「良い」と思われる回答が左側にあるとよい 

 視覚的に評価しやすい 
 「食べこぼし・・・」に関してはわかりにくい、「こぼす」というのは口

が開いているからこぼすということなのか 
 基準について 

1. 詳しいガイドが無いと基準が良くわからない 
2. どういうことにつながるのか、どう説明するのか、などの解説があるとよい。 

 よだれ（追加） 
1. よだれの量が多いか少ないかを聞くのはどうか。 

 歯列 
1. 虫歯の記入もしてはどうか 

 過敏 
1. どこを「触れられる」のかがわからない 
2. 顔や口周りなのか、身体全体なのか 

 
 

 
４－５ 離乳食完了期 
 
 間食 

1. 記入欄が2箇所あるので、一つでよいのでは 
 甘い飲み物 

1. 種類と量の両方が記入できるとよい 
 卒乳（追加） 

1. 卒乳しているかどうか 
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４－６ 使用法について 
 
 対面での使用は慣れないと、記入にとらわれてしまって相手に聞いてないと思われ

る心配がある 
 記入しなくても項目を見るだけでも聞き漏らしが減り、有効なシートになるように

思える 
 個別対応にはよいが、記入時間がかかりすぎるもう少し修正が必要 
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厚生労働科学研究費補助金（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 
平成29年度分担研究報告書 

 
       妊産婦及び乳幼児の栄養管理の支援のあり方に関する研究 

分担研究テーマ： 母乳栄養中の摂取禁忌食品あるいは薬物 
早産児または低出生体重児での母乳栄養 
母子同室と母乳育児推進 
混合栄養 

 
       研究分担者  塙 佳生 日本小児科医会 

 

 研究要旨 

2017年に「授乳・離乳の支援ガイド」の内容を最新の科学的根拠で検証するた

め、以下のCQを作成して系統的に昨年に引き続き各項目に該当する文献検索を

行った。 

1.CQ5.1 母乳栄養中の摂取禁忌食品あるいは薬物は？ 

授乳婦への薬剤投与は明らかな根拠が明らかでないままに医療関係者からも内

服を控える指示を受ける場合や、薬剤添付文書にも「使用経験が少ない」など

の理由で投与を薦めないという記載が散見される場合がある。授乳婦の薬剤投

与に際し、内服する本人や、投薬を行う医療関係者に対しての指針の有無につ

いて文献的検索を行った。本年も検索を行ったが当項目に該当する文献は検索

しえなかった。このため、授乳婦や医療関係者でも薬剤投与に関し情報を獲得

できる情報（インターネット情報や、制度施設の情報）を指標に掲載すること

が有益であると考えた。 

2.CQ5.2 早産児または低出生体重児での母乳栄養は正期産児と同等の効果があ

るか？ 

早産児に対する母乳育児についての有用性と本指標に掲載する適切な内容があ

るかを検討した。システマティックレビューと症例検討の文献が検索でき、本

年度も当項目に該当すると考えられる文献が検索できた。 

それらの結果から、母乳育児が様々な疾患の予防や、発育の改善に寄与すると

の結果が得られた。しかし当項目は医療的な治療に関与する内容であり当指標

の趣旨にはそぐわないのではと判断した。 

3.CQ5.3 母子同室が母乳育児推進に繋がるか？ 

母子同室が母乳育児推進に寄与するか否かを検討した。さらに母子同室により

得られる利点も検討した。昨年までの検索の結果ではシステマテックレビュー

より母子同室は保護者の満足度が高いとの結論を得た。本年も検索を行ったが

当項目に該当する文献は検索しえなかった。すでに当指標でも、母子同室の推

奨についてはWHO、UNICEFが提唱する赤ちゃんにやさしい病院運動(Baby 

friendly hospital initiative:BFHI)についての記載がある。 
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さらに前述に加え「母子同室が早期の母子接触を促進し母子の愛着形成だけで

なく、様々な利点が多い母乳だけの育児が容易になる」ことを追加記載しては

どうかと考えた。 

4.混合栄養 

CQ5.4 混合栄養は育児不安に繋がるか？ 

混合栄養と母乳育児の比較検討を行った。本年も検索を行ったが当項目に該当

する文献は見いだせなかった。しかし、本項目は、母乳栄養、人工栄養と育児

不安に集約し「母乳栄養を強要しない」と記載することがよいと考える。そも

そも母乳が基本であるということを指針に盛り込むのが前提であるので本指針

は混合栄養を積極的に進める立場の記載はしにくい。しかし、様々な理由で完

全母乳育児ができない場合でも注意すべき点は何か、混合栄養にせざるを得な

い母親への記載上の留意点を検討した。 

指標へは「母乳不足感、体重増加不良（成長曲線を使用するなどして適正な評

価が前提）などの様々な原因で人工乳を足したり、社会的な要因で混合栄養に

ならざるを得ない場合もある。母乳の利点を啓発することは肝要であるものの

母乳のみの育児を強要し、養育者を追い詰めるようなことのないように配慮し

たい。人工乳を哺乳させる場合でも母子の接触などの愛着形成させるように留

意する。」との記載を考慮した。 
 

 

Ａ．研究目的 

「授乳・離乳の支援ガイド」の内容を最新

の科学的根拠で検証するため、以下のCQを

作成して系統的に文献検索を行った。 

CQ5.1 母乳栄養中の摂取禁忌食品あるいは

薬物は？ 

1.薬剤 

母乳育児を行っている授乳婦への薬剤投与

は医療関係者からの指示でさえ明確な根拠

もなく「授乳するなら内服しないように」、

ないしは薬剤添付文書には薬剤によっては

「使用経験が少ない」などの理由で投与が

薦められていない、さらに授乳婦自身の勝

手な思い込みで授乳をやめる場合もある。

しかし、授乳婦に必要な薬剤が適切に投与

され適切な治療が行われることは、授乳婦

自身の健康だけでなく、養育者が健全でい

られることが児に対しても有用であると考

えられる。授乳婦だけでなく指導を行う医

療関係者も含め適切な薬剤投与を啓発する

指標になるものを検討した。 

2.早産児 

CQ5.2 早産児または低出生体重児での母乳

栄養は正期産児と同等の効果があるか？ 

早産児に対する母乳育児についての有用性

と本指標に掲載する内容があるかの検討を

行った。当項目が、当指標に掲載すること

が適切か否かを考察した。 

3.母子同室 

CQ5.3 母子同室が母乳育児推進に繋がる

か？ 

母子同室が母乳育児推進に寄与するか否か

を検討した。さらに母子同室により得られ

る利点も検討した。 
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4.混合栄養 

CQ5.4 混合栄養は育児不安に繋がるか？ 

混合栄養と母乳育児の比較検討を行った。

さらに、混合栄養にせざるを得ない母親へ

の注意喚起と、配慮の文言も検討した。 

 また、この項目は他の項目と合わせて当

指標に掲載する方が適切であるか否かを検

討した。 

Ｂ．研究方法 

本研究は文献検索をシステマテックレビュ

ー、症例検討文献にて行ったため倫理面の

問題は発生しないと判断した。  

（倫理面への配慮）  

特になし  

Ｃ．研究結果 

1. CQ5.1 母乳栄養中の摂取禁忌食品あ

るいは薬物は？ 

検索用語 

medical therapy mother  

child care and mother's milk 

実際の授乳婦が服薬するか否かの決定は専

門職による指示のもと行われている場合が

多い。1）薬剤、薬効ごとに授乳婦に対して

の内服の可否を包括的に示している文献は

見つけられなかった。 

しかし、実際に授乳時に該当薬剤が内服可

能か否かの判断については、インターネッ

トサイトなどでの情報獲得が可能である。 

2. CQ5.2 早産児または低出生体重児で

の母乳栄養は正期産児と同等の効果がある

か？ 

検索用語 

premature infant  

mother's milk 

premature infant breastfeeding 

症例検討文献で、母乳育児を行うことによ

り精神発達指数が精神運動発達指数、全行

動パーセンタイルスコアの改善、入院リス

クの減少に寄与し、2）新生児壊死性腸炎の

発症を減少させた3）早産児に対しては母乳

投与による成長促進効果がみられた4）との

結果を得た。 

観察研究では母乳推進は「母乳育児を成功

させる10のステップ」などに基づいて行わ

れるべきであり、成長の評価はWHOが定めた

成長曲線で行うべきであるとの結果を得

た。） 

3. CQ5.3 母子同室が母乳育児推進に繋が

るか？ 

検索用語 

rooming 

family centered care 

システマテックレビューに該当する文献検

索では母乳育児のほうが満足度は高かった

との結果が得られた。5）
 

母子同室の推奨は、WHO、UNICEFが1991に発

表し2009年に更新した赤ちゃんにやさしい

病院運動(Baby friendly hospital 

initiative:BFHI)※1や、これをうけアメリ

カ小児科学会の母乳育児成功のための10ヵ

条※2※3が提唱されている。 

※1 Baby-FriendlyHospital  

Initiative(1991に発表され2009年に更新

WHO、UNICEF） 

※2 Baby-Friendly HospitalInitiative；

Revised, Undated and Expanded for 

IntegratedCare 

※3 Sample Hospital Breastfeeding Policy 

for Newborns American Academy of  

Pediatrics Section on Breastfeeding 

4. CQ5.4 混合栄養は育児不安に繋がる

か？ 



H29 年度厚生労働科学研究費補助金 妊産婦及び乳幼児の栄養管理の支援のあり方に関する研究 
 
 

検索用語 

artificial milk 

breastfeeding 

bottlefeeding 

mixedfeeding 

本年度も文献の再検索を行ったが該当文献

を検索することはできなかった。 

Ｄ．考察 

1. CQ5.1 母乳栄養中の摂取禁忌食品あ

るいは薬物は？ 

多くの場合、母乳を介して児に薬剤が暴露

されることを危惧し授乳を中止させるより、

授乳を続行させたほうが利点があると考え

られる。授乳婦に対し薬剤を内服するなら

「なんとなく」授乳を中止るように医療関

係者から指示されたり、母親の勝手な思い

込みで薬剤を使用したことで授乳を中断し

たり、逆に授乳を続けるために薬剤を使用

せず適切な治療が行われなかったりするこ

とも散見される。実際に授乳婦に必要な薬

剤が投与されることは、授乳婦自身を健康

にするだけでなく、養育者が健康でいるこ

とは児に対しても有益であると考えられる。

しかし、薬剤によっては授乳婦が内服を控

えたほうが良いものも存在する。このため、

授乳婦だけでなく指導を行う医療関係者も

含め啓発の指標となるものの提示が必要で

あろう。 

2. CQ5.2 早産児または低出生体重児で

の母乳栄養は正期産児と同等の効果がある

か？ 

早産児を母乳で育てることは短期的には敗

血症や壊死性腸炎など重篤な疾患の発症率

の低下、長期的には入院率の低下にも寄与

する、早産児に対しては母乳投与による成

長促進効果がみられたとの文献も含め、母

乳の有効性が示されている。しかしこの項

目に関しては医学管理の側面もあり本ガイ

ドには馴染まないと考える。 

3. CQ5.3 母子同室が母乳育児推進に繋が

るか？ 

母子同室の推奨は、ＷＨＯ、ＵＮＩＣＥＦ

Ｆが提唱した赤ちゃんにやさしい病院運動

(Baby friendly hospital  

initiative:BFHI)や、これをうけアメリカ

小児科学会の母乳育児成功のための10ヵ条

が作成されている。 

すでに指標にBFHIが記載されていることも

あり追加記載内容として母子同室が母乳育

児を容易にすることの追加記載を検討した。 

4. CQ5.4 混合栄養は育児不安に繋がる

か？ 

 そもそも母乳が基本であるということを

指針に盛り込むのが前提であるとすると、

本指針は混合栄養を積極的に薦める立場で

はない。しかし、母乳不足感、体重増加不

良（体重は成長曲線を使用するなどの適正

な評価を行うべきである）の場合などの

様々な原因で人工乳を足す場合や社会的な

要因で混合栄養にならざるを得ない状況が

考えられる。母乳の利点を啓発することは

肝要であるものの母乳のみの育児を強要し、

養育者を追い詰めることのないような文言

を盛り込めるか否か、人工乳を哺乳させる

場合でも母子の接触などの愛着形成させる

ように留意する内容を記載したい。       

  

Ｅ．結論 

1. CQ5.1 母乳栄養中の摂取禁忌食品あ

るいは薬物は？ 

①は薬剤に関して妊婦や授乳婦が同センタ

ーに申し込んだ上で様々な方法で（インタ
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ーネット、電話、ないしは主治医を通して）

相談もできるシステムである。なお「妊娠

と薬外来」の相談窓口は全国に38か所ある。

②,③はデータベースである。 

① 国立成育医療センター妊娠と薬の情報

センター

http://www.ncchd.go.jp/kusuri/lactatio

n/druglist.html 

② 母乳とくすりハンドブック大分県『母乳

と薬剤』研究会 

http://www.oitaog.jp/syoko/binyutokusu

ri.pdf 

③ 「妊娠・授乳と薬」対応基本手引社団法

人愛知県薬剤師会妊婦・授乳婦医薬品適正

使用推進研究班発行(改訂2 版)2012 年12 

月改訂 

http://www.achmc.pref.aichi.jp/sector/

hoken/information/pdf/drugtaioutebikik

aitei .pdf 

2. CQ5.2 早産児または低出生体重児での

母乳栄養は正期産児と同等の効果がある

か？ 

治療の指標になるので本支援ガイドにはそ

ぐわない。 

3. CQ5.3 母子同室が母乳育児推進に繋が

るか？ 

母子同室と母乳推進 

現在の記載されているＢＦＨＩに母子同室

について下記内容を追加記載。  

① 早期から母子接触が母子の愛着形成の

促進に寄与する  

② 様々な利点が多い母乳だけの育児を容

易にすること  

4. CQ5.4 混合栄養は育児不安に繋がる

か？ 

本項目は「母乳栄養、人工栄養と育児不安」

に集約し、「母乳栄養を強要しない」と記

載することでよいと考える。 

さらに記載するのであれば、「人工乳

を哺乳させる場合でも母子の接触などの愛

着形成させるように留意する。」を考慮す

る。 

1)McDonald K, Amir LH, Davey MA. Maternal 

bodies and medicines; a commentary on 

risk and decision-making of pregnantand 

breastfeeding women and health 

professionals. BMC Public Health 2011; 

11 

2) Vohr BR, Poindexter BB, Dusick AM, et 

al. National Institute of Child Health 

and HumanDevelopment National Research 

Network.Persistent beneficial effects 

ofbreast milk ingested in the neonatal 

intensivecare unit on outcomes of 

extremelylow birth weight infants at 30 

months of age. Pediatrics 

120(4):170–175,2007 

3) Sisk PM, Lovelady CA, Dillard RG, 

Gruber KJ,O’Shea TM.Early human milk 

feedingis associated with a lower risk of 

necrotizingenterocolitis in very low 

birthweight infants. J Perinatol 

27(7):428–433, 2007 

4）Casavant SG, Judge M, McGrath J Ｉ

nfuluence of anthropometric parameters 

on provision in preterm infants. Appl 

Nurs Res 2017 Dec; 38:45-50. 

5) Hoban R, Bigger H, Patel AL, 

Rossman B, Fogg LF, Meier P.Goals 

for Human Milk Feeding in Mothers of 

Very Low Birth Weight Infants: How 

Do Goals Change and Are They 
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Achieved During the NICU 

Hospitalization? Breastfeed Med 

08:305-11, 2015 

5)Corona MF, Cataldi P, Zaccagnini 

G, Maddaluno S, Capone V, Conti A, 

CarlucciD, Silvano S, Bertone A, 

ParmigianiS. Successful 

breastfeeding: a global 

intervention for a physiological 

process Acta Biomed 87(2):156-60, 

2016 
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Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 

 なし 

 2.  学会発表 

 なし 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  なし 

 1. 特許取得 なし 

 2. 実用新案登録 なし 

 3.その他 なし 

  

    

      

 

  

  

  

  

 



H29 年度厚生労働科学研究費補助金 妊産婦及び乳幼児の栄養管理の支援のあり方に関する研究 
 
 

厚生労働科学研究費補助金（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 
平成29年度分担研究報告書 

 
       妊産婦及び乳幼児の栄養管理の支援のあり方に関する研究 

分担研究テーマ：離乳支援について 
 
       研究分担者  田村文誉 日本歯科大学口腔リハビリテーション多摩クリニック 

口腔リハビリテーション科 教授 
           山田裕之 日本歯科大学口腔リハビリテーション多摩クリニック 

口腔リハビリテーション科 助教 
 

研究要旨 

 授乳・離乳の支援ガイドにおける離乳食の進め方において、これまで定型発達

の摂食機能段階や離乳食の進め方については示されてきている。昨年度の研究で

得られた系統的レビューの結果を再検討し、低出生体重児や早産児の離乳食の進

め方や、発達障害児の離乳食の進め方について考察した。 

 低出生体重児を含めた早産児については、哺乳反射の消失を基準に離乳食を始

め、修正月齢を用いて歯の萌出を基準に進めて行く必要があったため、支援ガイ

ドに記載すべき内容として追記した。 

 発達障害と離乳食の進め方については、系統的レビューでは抽出できず、症例

報告のみであった。そのため、統一した基準作りにはエビデンスが低く、今回の

改定時には記載できず、さらなる検討が必要となった。しかしながら、摂食機能

の発達が遅れる場合には、児の発達および運動障害が原因となる場合があるので

注意することが必要であり、専門家へ評価を依頼することが重要であることが示

唆された。 

 

Ａ．研究目的 

昨年度の調査では、授乳・離乳の支

援ガイドにおける離乳食の進め方を、

定型発達以外の発達障害児や低出生体

重児や早産児の観点から、系統的レビ

ューを用いて検討を行った。そして、早

産児の離乳開始時期の目安を、離乳食

の進め方を含めて抽出できた。 

そこで本調査では、支援ガイドに記

載されている定型発達児の離乳食の進

め方や、発達障害児の離乳に関して健

常児との違いによりスクリーニングで

きるかを再検討し、支援ガイドに記載

すべき内容について考察した。 

 

Ｂ．研究方法 

昨年度行った系統的レビュー

（2016 年 9 月 14 日時点：PubMed・

Cochrane Library）の検索結果を反映

すべく、症例を含めて検証を行い、症例

報告や成書を含めてエビデンスごとに

分類分けした。 

 

Ｃ．研究結果 

昨年から継続して検討中の内容に

ついて下記にまとめる。 

 

  １．早産児 
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 1）早産児の咀嚼機能 

 昨年の系統的レビューの結果から、

咬合力及び咀嚼力の発達も遅れる可能

性があるが、その差は有意ではない。 

園部 1)は、乳歯咬合完成期（IIA 期）

において、未熟児群（極小・超未熟児群）

の咬合力及び咀嚼力は、健常児と比べ

て低い値であったが、有意な差は認め

られなかったと報告した。 

根拠のレベル：②課題に関連する少数

の論文を根拠に作成 

  

2）早産児の離乳食の開始時期 

 昨年度の系統的レビューおよび成

書による検証の結果から、早産児の場

合は修正月齢で 5～6 か月に離乳食を

開始とする。 

定型発達児では、離乳食を開始する

ために必要な哺乳反射の減弱や消失、

食べ物を欲しがるようになるのが生後

5〜7 か月であることから、離乳食の開

始時期は、従来の生後 5、6 か月が妥当

であると考えられた。なお哺乳反射と

は、原始反射の一つであり、探索反射・

口唇反射・吸啜反射・咬反射がある。胎

生 28週頃から出現し、生まれた時から

備え持つ母乳を取り込むための不随意

運動で、大脳の発達とともに減少し、生

後 5～7ヵ月ごろに消失する。 

未熟児の離乳食開始について Morris

ら 2,3)は、多くの要因を考慮する必要が

あるとしている。単にその乳児の月齢、

暦年齢だけを考慮するのは誤りであり、

健康な満期産児では、４～6か月の間で

ピューレが与えられるが、それをどの

ようにうまく食べられるかは、神経学

的、発達的な成熟度にかかっていると

している。またたとえ早産であること

を調整しても、姿勢と緊張の問題を抱

えており、成熟度とレディネスにおい

ては満期残の乳児たちとは全く異なっ

ている。それは主として、屈筋の緊張度

と神経学的な成熟度が劣っているため

である。以上より、未熟児では、修正月

齢で 5～6 か月の頃に開始するのが良

い。この時期には、乳児は神経学的な統

合と感覚体験を既に備えている可能性

が高く、未熟児が神経学的にレディネ

ス状態になるには満期産児より時間が

かかるため、その月齢になるまでは母

乳あるいは調合乳が必要である、とし

ており、修正月齢を考慮する必要があ

る。 

 根拠のレベル：②課題に関連する少

数の論文を根拠に作成 

 

２．発達障害 

1) 発達障害と離乳食の問題 

 発達障害と離乳食の問題については、

系統的レビューでは抽出できなかった

ため、症例報告や成書による検証とな

った。 

 須見 4)らによる報告では、器質的疾

患を否定されている男児 1 例、女児 2

例でいずれも顕著な食物拒否があり、

全例で 2 週間～9 か月間経管栄養とな

った。その後、早期療育につながり発

育、摂食は改善した。1例は、精神発達

は正常、1例はこだわりや恣意性が改善

し、1例は自閉傾向が顕在化し、要観察

となった。発達障害の可能性を視野に

入れ早期療育を導入し，家族に対する
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包括的な支援を行うことが重要である

としている。 

 また、3歳児を対象とした調査で、口

腔内の感覚、嚥下、咀嚼の問題がある

と、発達障害の可能性があり、丸のみ、

口の中に食べ物をためる、嚥下時にか

みしめる、口の中で選り好み、肉は食べ

ない（噛まない）といった問題を呈する

ことが報告されている 5)。 

一般に、離乳食がうまく進まないな

どの問題は個別性があり、成長ととも

に解決することが多い。ただし、偏食な

どの問題は発達障害と関係がある場合

もある。問題が大きい場合や長期に及

ぶ場合は個別の対応が必要であり、専

門的に評価する必要があると考えた。 

 根拠のレベル：③各分野の専門家と

して最新の知識をもとに作成 

 

３．摂食機能と離乳食の遅れ 

 摂食機能と離乳食の遅れの関係につ

いては、Morris ら 1)2)（金子による訳書

あり 2））の成書にて記載があった。 

 症例１）離乳食を 1 度詰まらせかけ

た女児が食べることを拒否するように

なったため、その後ピューレ食しか与

えなかったところ、15か月の時点で固

いものを噛まずに吸うように食べるよ

うになっていた。しかし、その後、練習

によって咀嚼機能を獲得した。 

 症例２）10か月間胃瘻チューブから

栄養を摂っていた女児に対して経口摂

取を試みたところ、舌は支離滅裂な動

きをし、喉を詰まらせ始めた。その後お

しゃぶりの刺激から始めて摂食機能獲

得の練習を行ったところ、滑らかな食

べ物を食べられるようになっていった。 

 症例３）母親が食事を食べさせる際、

上の前歯に食べ物をこすりつけるよう

に介助していたため、口唇と舌の正常

な動きを獲得できていなかったが、介

助の方法を正しくすることにより、2週

間ほどで機能が上達した。 

潜在的な摂食機能発達がなされてい

る小児では、離乳食開始の遅れや不適

切な環境因子の影響で摂食機能獲得が

遅れることがあるものの、その後適切

な対応を行うとキャッチアップしてく

るものと思われる。 

一方で、摂食機能が長期に停止し、発

達の臨界期を超えた場合、機能獲得の

キャッチアップが困難な場合も報告さ

れている。 

住田ら 6)は、食道気管瘻を伴う先天

性食道閉鎖症により 6 歳まで経管栄養

であった男児に対して摂食の指導を開

始したところ、3年後には咀嚼機能の獲

得がみられたものの口腔の過敏性が強

く、10 歳になっても食べることが苦痛

である状態が続いたと報告している。   

また Morris ら 7,8)は、胃腸系の問題

がある子どもについて、適切な手術が

受けられるように待機している間、口

腔からの食物摂取が延期されているた

め、これらの子どもたちは生まれた時

からもっている吸引（吸啜）と嚥下のス

キルを全く持っていないままであると

述べ、事例を紹介している。 

食道閉鎖症の手術のため 5 か月間経

管栄養を用いていた男児は、手術後に

経口摂取開始を試みられたが、口に入

ってくるものには嘔気を示し、口に近
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づいてくるものはなんでも拒否するよ

うになった。また胃食道逆流の既往の

ある女児は吐き気、嘔吐、拒絶を示して

いたが、逆流に対する薬物療法が行わ

れ、徐々に固形食を食べられるように

なった。多くの場合、嘔気や嘔吐には、

身体的な原因はもはや存在しないのに

その症状が続いてしまう可能性がある。 

離乳食の開始時期と摂食機能の獲得

には直接の関係はないが、摂食機能の

発達が遅れる場合には、児の発達およ

び運動障害が原因となる場合がある可

能性がうかがわれる。 

 根拠のレベル：③各分野の専門家と

して最新の知識をもとに作成 

 

Ｄ．考察 

 早産児の離乳食の開始時期は、修正

月齢で換算することが望ましく、離乳

初期の開始も原始反射の喪失を目安と

することは、昨年度同様であった。 

 咀嚼能力についても、定型発達児と

比べて弱いため、食形態の工夫が必要

であることも、昨年度の調査と同じで

あった。 

 また、定型発達児と発達障害児の離

乳食の進め方に相違があるか検証した

結果、症例報告のみ検出できた。定型発

達しているか否かの境界線は難しく、

個体差も大きい。軽度な症例や個体差

がある場合の離乳食の遅れについて、

潜在的な摂食機能発達がなされている

小児では、離乳食開始の遅れや不適切

な環境因子の影響で摂食機能獲得が遅

れることがあるものの、その後適切な

対応を行うとキャッチアップしてくる

ものと考えられる。離乳食開始の遅れ

が発達障害の兆候である確固たるエビ

デンスは認められなかったが、顕著な

場合は、専門的な評価が必要であり、早

期に対応する必要性が示唆された。 

 定型発達児と発達障害児の、摂食機

能についての違いについては、症例に

よって様々であり、確固たる統一した

評価基準のエビデンスなかった。その

ため、症例報告が多い。成書にも多くの

症例が記載されているが、経験則に基

づく情報も多くなされてきていること

が伺われるため、専門家の評価が重要

となる。  

 今後、エビデンスを増やし、専門家に

受診してもらうための評価基準を作成

し、発達障害児には早期に介入できる

システムを構築することが重要であり、

急務であると考えた。 

    

Ｅ．結論 

 低出生体重児を含めた早産児の離乳

食の開始時期については、哺乳反射が

消失し、修正月齢 5～6か月頃から開始

することが妥当であると考える。進め

方については、修正月齢で歯の萌出を

考慮し、機能的に遅れる場合は専門家

の評価を受ける必要性がある。 

 発達障害についても同様に、機能的

な遅れやこだわり行動が認められる場

合は、離乳食の進め方に関し、統一的な

基準はないため、専門家の評価が必要

である。 
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研究要旨 

乳幼児の栄養管理の支援のあり方におけるエビデンスの集積と質を評価する上で

の方法論的な課題を検討する。本研究班では、エビデンスとして系統的レビュー

を主に取り上げた。取り上げた系統的レビューは、ランダム化比較試験（RCT）の

ものだけではなく、準実験研究、観察研究の結果も含まれていた。そこで、本分担

研究では、非ランダム化試験からのエビデンスの評価方法を検討した。また、総

合的なエビデンスの収集、評価方法についての課題を検討した。非ランダム化試

験からのエビデンスの評価については、ROBINS-I tool (Risk Of Bias In Non-

randomized Studies - of Interventions)があった。ただし、研究デザインの多様性に対

応するため拡張を検討されていた。総合的なエビデンスの収集と集積、評価につ

いては、Overview review, scoping review, rapid review といったレビュー方法が寄与

するものと思われた。今後の改訂においては、新たなレビュー方法を取り入れ、

エビデンスの収集、集積、評価の方法のコンセンサスを確立すべきと考える。 

 

Ａ．研究目的 

乳幼児の栄養管理の支援のあり方に

おけるエビデンスの集積と質を評価す

る上での方法論的課題を検討する。本研

究班では、エビデンスとして系統的レビ

ューを主に取り上げた。取り上げた系統

的レビューは、ランダム化比較試験

（RCT）のものだけではなく、準実験研

究、観察研究の結果も含まれていた。こ

れらの研究の質は、RCT とは大きく異

なる。そこで、本分担研究では、非ラン

ダム化試験からのエビデンスの評価方

法を検討した。また、総合的なエビデン

スの収集、評価方法について検討した 

 

Ｂ．研究方法 

文献データベース（Pubmed など）や

インターネットの検索(Google, Google 

Scholar など) を行い、非ランダム化試

験からのエビデンスの評価方法につい

て調査した。該当しそうな評価方法の

著者グループに連絡をとり、聞き取り

調査を行った。また、総合的なエビデン

スの収集、評価方法に関する近年の動

向、トピックを同様に調査し、乳幼児の

栄養管理の支援のあり方の改訂に寄与

するものかどうかを検討した。 

       （倫理面への配慮）       

本研究は出版された雑誌記事のみを扱

い、個人情報は取り扱わない。 

 

Ｃ．研究結果 
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非ランダム化試験のエビデンス評価

方法については、ROBINS-I tool (Risk Of 

Bias In Non-randomized Studies - of 

Interventions) があった。1) ツールの詳

細は（英語）は Web サイトで公開され

ている。 

(https://sites.google.com/site/riskofbiast

ool//welcome/home)このツールはコク

ラン共同計画の方法論グループ

（Cochrane Methods Bias）が主導で作ら

れている。研究グループの代表の 1 人

である英国ブリストル大学の Higgins

教授に直接問い合わせたところ、本ツ

ールは多用なデザインに十分に対応で

きない問題が残っており、現在改訂作

業を行っているとのことであった。 

 総合的なエビデンスの収集、評価方

法に関しては、総合的なエビデンスの

収集、評価については、Overview review 

や scoping review といったレビュー方

法が寄与するものと思われた。

Overview review とはレビューのレビュ

ーであり、特定の研究疑問でなく、その

領域の全体を横断的、包括的に明らか

にする方法である。方法として、系統的

レビューのレビューが行われる。Smith

らの論文 2)では、(1) 情報源 sources, (2) 

研究の選択 study selection, (3) 研究の質

評価 quality assessment, (4) 結果の提示

presentation of results, and (v) 実践へ提

言 implications for practice and research の

5 つの課題があることが示されている。

本方法に関しては、コクラン共同計画

でも進められおり、トレーニング情報

が Web で一部公開されている。 

（ http://training.cochrane.org/resource/o

verviews-reviews） 

また、Overview review を行う上でのガ

イダンスの状況については、Pollock ら

が報告している。3) 

Scoping review はその領域で新たにど

んな課題があるかを評価するレビュー

方法である。3) 短時間で系統的レビュ

ーを行う方法として、Rapid review が提

案されている。4) 

 

Ｄ．考察 

エビデンスが、非ランダム化試験か

らのものである場合は、ランダム化試

験からのエビデンスとは分けて評価す

べきである。非ランダム化試験のエビ

デンスの評価方法については、来年度

以降に、ROBINS-I が公表される予定で

あり、将来的に日本語化が必要である

と思われる。 

ガイドの改訂において、エビデンス

の収集や集積は、どの範囲で、どのよう

な方法で行うのか、さらにどのように

その質を評価するのか、コンセンサス

を確立すべきと考える。学会などから

の意見において、日本医療機能評価機

構の MINDS といった診療ガイドライ

ン作成にならった方法に準拠すべきと

いう意見が上がっていた。しかし、ガイ

ドにおいては、診療ガイドライン作成

の方法がなじみにくい検討項目がある

こと、検討項目が数多くあること、診療

ガイドラインの作成方法では、1 つの検

討項目であっても、かなりの人や時間、

費用を要すること、などがあげられる。

確立した方法を用いて行うべきではあ

るが、リソースに見合った方法で行う
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べきであり、今後は、Overview review , 

scoping review, rapid review などを適し

た方法を活用して行うべきと考える。 

  

Ｅ．結論 

 乳幼児の栄養管理の支援のあり方に

おけるエビデンスの集積と質を評価す

る上での方法論的な課題を検討した。非

ランダム化試験からのエビデンスの評

価ツールとして、新しい ROBINS-I の公

開が望まれる。今後の改訂においては、

新たなレビュー方法を取り入れ、エビデ

ンスの収集、集積、評価の方法のコンセ

ンサスを確立すべきと考える。 
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